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は じ め に 
 

私たちは、社会の大きな変化の中で、将来を見通すことが困難な時代を迎えて

います。 

ＡＩ（人工知能）をはじめとする先端技術の急速な進歩とともに、価値の源泉

が大量生産からアイディア、発想、イノベーションへと移行し、人生 100 年時代

といわれる超長寿命化社会を迎えつつあります。また、環境、開発、貧困といっ

た地球規模の課題に対して、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）や環境・社会・企

業統治を考慮した投資（ＥＳＧ投資）といった取組も始まっています。 

このように社会経済構造の大変動が起こり、変化することが当たり前の状況に

あって、これからの社会を担う子どもたちには、変化に翻弄されず、変化に取り

残されず、自ら未来を切り拓いていく力と勇気、さらには、社会の担い手として

主体的に社会と関わり、仲間と協働して社会を創っていく、いうなれば「新たな

社会を創造する力」を学びの中で培っていく必要があります。 

これらを踏まえ、長野県の高校教育が目指すべき方向性を具体的に次のように

考えています。 

① 自ら立てた問いに対し、チームとして協働しながら解を見つけ、新しい価

値を主体的に創造していくことができる資質・能力の育成。 

② 「一度しかない人生を自分はどう生きたいか」という自分の人生を構想する

力（キャリアデザイン力）の育成。 

③ 信州に根ざした確かなアイデンティティと世界に通じる広い視野、資質・

能力の育成。 

 

長野県教育委員会では、新たな高校のあり方について、2013 年（平成 25 年）

に内部での検討を開始し、2015 年（平成 27 年）10 月の長野県産業教育審議会「答

申」、2016 年（平成 28 年）３月の長野県高等学校将来像検討委員会「審議のまと

め」の提言を受けて、2017 年（平成 29 年）３月に、全県の高校のあり方に係る

基本理念・方針となる「学びの改革 基本構想」（以下「基本構想」という。）を

策定しました。 

「基本構想」では、高校改革を、少子化に対応するための単なる縮小・統廃合

計画とするのではなく、長野県の高校教育を新たな学びへと改革するための絶好

の機会ととらえ、「新たな教育の推進」と「新たな高校づくり」に一体的に取り

組んでいくことを示しました。 

2017 年度（平成 29 年度）には、「基本構想」で示した高校改革に係る全県の基

本理念・方針について、旧 12 通学区ごとの地域懇談会や、産業界・大学関係者、

郡市中学校長会、中学生・保護者との意見交換等を行って、広く県民の意見を聞

き、議論を深めました。その中で明らかになった課題を踏まえ、「基本構想」策

定以後のスケジュールを一部見直し、11 月に「県立高校『学びの改革 実施方針』

策定に向けて」を公表し、地域懇談会等でさらに議論を深めました。これらを通
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して、「基本構想」で示した全県の基本理念・方針については、概ね県民の理解

を得ることができたと考えています。 

こうしたことを踏まえ、2018 年(平成 30 年)３月に、「基本構想」の考え方をよ

り具体化した「高校改革～夢に挑戦する学び～ 実施方針（案）」を公表し、パ

ブリックコメント等で県民の皆様のご意見を聞きながら、このたび｢高校改革～

夢に挑戦する学び～ 実施方針」（以下「実施方針」という。）を策定しました。 

なお、今回の改革が、高校を対象とした改革であることと、その方向性をより

明確に示すために、名称を「学びの改革」から「高校改革～夢に挑戦する学び～」

に変更しました。 

 

この「実施方針」では、長野県の高校の将来像を具体的に描いていくために「新

たな学びの推進」と「再編・整備計画」のそれぞれについて方針を示しました。 

「新たな学びの推進（方針１～３）」では、「探究的な学び」の普及、各校の学

びを体系的に示す「３つの方針」の策定及びモデル校等による多様な学びの整備

充実について示し、「再編・整備計画（方針４～６）」では、少子化が進行する中

での再編・整備の基本的な方針と旧 12 通学区ごとの高校改革の方向性を示しま

した。 

今後は、この「実施方針」に基づいて、「高校の将来像を考える地域の協議会

（方針６にて後述）」から意見・提案をいただきながら、新たな学びの全県への

普及を図るとともに、全県の「再編・整備計画」を策定していく予定です。 

 

高校時代は、自らの生き方を模索する時期です。すべての生徒が自らの夢を見

つけ、夢に挑戦する学びが実現されるよう、高校改革に取り組んでいきます。 
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■ 方針１ すべての高校が、これからの時代に必要とされる力を生徒に 

育む新たな学びに転換します。 

(1) 「新たな学び」としての「探究的な学び」推進計画 

ア 「探究的な学び」への転換 

将来を見通すことが難しい現在、生涯にわたり学び続け、自らの幸福を追求

することとともに、｢新たな社会を創造する力｣を育むことが求められている。 

そのためには、高校での学びを、従来の知識を蓄えることを中心とした学

びから、主体的に人生を切り拓くための学び、能動的な活動の過程で理解を

深めることを中心とする学びに転換していく必要があり、そうした学びの実

現には｢探究的な学び｣が有効である。 

｢探究的な学び｣は、新学習指導要領 1が求めている｢主体的・対話的で深い学

び｣を実現する手法の一つであり、探究活動 2を中心とする一連の学習プロセス

である。生徒はその学びの中で、｢知識・技能｣だけでなく、｢思考力・判断力・

表現力等｣や｢主体性を持って多様な人々と協働的に学ぶ態度｣という｢学力の

３要素｣をバランスよく身につけ、｢新たな社会を創造する力｣を育んでいく。 

こうした｢探究的な学び｣を取り入れた授業や教育活動は、これまでも、個々

の教員や学校単位で実践され、成果をあげてきているが、今後、すべての県

立高校で「探究的な学び」を取り入れた授業を推進し、県全体として新たな

学びへの転換を図っていく。 

学校での学びを学校の中だけのもので終わらせず、社会で生きる学びとす

るために、外部と連携した｢探究的な学び｣も重要となる。地域に根ざした｢探

究的な学び｣の総称である｢信州学 3｣も含め、地域資源を有効に活用した課題解

決型学習や、キャリア教育4の視点から自己のあり方や生き方、社会との関わ

りについて考えを深める学びを推進する。これは、新学習指導要領のテーマ

である｢社会に開かれた教育課程 5｣の展開とも一致するものである。 

                                                   
1 小学校、中学校、高等学校等ごとに、それぞれの教科等の目標や大まかな教育内容を定めたもの。各

学校で教育課程（カリキュラム）を編成する際の基準となる。高等学校の新学習指導要領は、2017 年

度末に告示、2022 年度より年次進行により実施される予定。 
2 日常生活や社会に目を向けた時に湧き上がってくる疑問や関心に基づいて、自ら課題を見つけ、そこ

にある具体的な問題について情報を収集し、その情報を整理・分析したり、知識や技能と結びつけた

り、考えを出し合ったりしながら問題の解決に取り組み、明らかになった考えや意見などをまとめ・

表現し、またそこから新たな課題を見つけていくという学習活動。  
3 ｢信州について｣学ぶだけでなく、｢信州において｣｢信州から｣学ぶことを包含した｢探究的な学び｣。新

しい学校づくりの中でも｢探究的な学び｣の中心的なテーマとして位置づけていくことが望まれる。  
4 一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、キャ

リア発達を促す教育。 
5 各校が設定する教育目標を達成するために、教育内容を授業時数との関連において総合的に組織した

学校の教育計画が教育課程である。新学習指導要領では、社会と高校との関わりを捉え、社会とのつ

新たな学びの推進 
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イ 「探究的な学び」の推進 

① 各校での取組 

学校における学習の基盤は教科の授業であり、「探究的な学び」により、

深い知識や確かな技能の習得、思考力・判断力・表現力等の涵養が可能とな

ることから、すべての教科学習で｢探究的な学び｣を取り入れた授業を行う必

要がある。 

そのために、授業にグループワーク、集団討論、フィールドワーク 6等の

学習形態を積極的に取り入れたり、教科ごとに授業研究等、指導力向上のた

めの日常的な取組の充実を図ったりするとともに、学校としても、校内の教

育課程委員会、学習指導係等の授業改善に係る組織等の活性化及び授業研究

会や校内研修等の年間計画の立案や授業互見等、授業改善の取組を推進する。 

各教科において授業改善の取組を推進していくことが、結果的に「総合的

な学習の時間」や「課題研究」での、教科横断的な「探究的な学び」の推進

につながっていく。すべての生徒が、こうした「探究的な学び」に取り組む

中で、興味・関心のある生徒が、地域や社会が抱える諸課題の解決に取り組

む課題解決型学習（ＰＢＬ 7）のようなさらに深い探究に進んでいくことが

期待される。 

新学習指導要領においては、これからの時代に必要とされる資質・能力を

育成するため、生徒がより質の高い探究活動に取り組むことを目的として、

「総合的な学習の時間」に代わって「総合的な探究の時間」が導入される。

また、高大接続改革8においても、「大学入学共通テスト」をはじめ大学個別

の一般入試に、「知識・技能」に加えて、「思考力・判断力・表現力」を評価

できるような出題を求めるとともに、高校段階での多様な学習活動を評価で

きる「調査書」や「活動報告書」のあり方を検討しているところである。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
ながりを考えた教育課程を編成して、共有・連携する｢社会に開かれた教育課程｣の展開を核としてい

る。  
6 研究のために、そのテーマに即した場所を実際に訪れ、直接観察したり、関係者に聞き取り調査やア

ンケート調査を行ったりするもの。 
7 PBL(Project-Based Learning)は、社会的な課題について、仲間と協働して解決に取り組む課題解決

型の学習。実際に社会に出て課題に取り組むことにより、教室の中だけでは得られない学びを得るこ

とができる。さらに、自分たちの活動が社会に与える影響を実感することができる。新学習指導要領

では、このような「探究的な学び」の実践が強く求められている。  
8 高等学校教育改革、大学教育改革、大学入学者選抜改革をシステムとして、一貫した理念の下、一体

的に行う改革。高等学校教育改革には、学習指導要領の改訂や学習・指導方法の改善等が含まれる。  
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職業教育を主とする専門学科 9や特色学科10の「課題研究」では、学校の特

長を活かし地域社会と積極的につながる「探究的な学び」が実践され、様々

な成果を収めている。 

一方、普通科の「総合的な学習の時間」では、その目標の一つである「探

究的な学び」が必ずしも十分に達成されているとはいえない現状があり、今

後に課題を残す学校もある。普通科では、スーパーグローバルハイスクール
11（ＳＧＨ）指定校等の先進校をモデルとして、「信州学」等も有効に活用

しながら、「総合的な学習（探究）の時間」を中心とする「探究的な学び」

の質をさらに深めるとともに、積極的にＰＢＬ等も取り入れることで、すべ

ての教科において生徒一人ひとりの個性や能力を最大限に伸ばしていく必

要がある。 

「探究的な学び」を推進するためには、それぞれの教員が、校内にとどま

らず、主体的・意欲的に校外に出かけて研修を行うことも重要である。県内

外の先進的な取組をしている学校の視察等を積極的に行うとともに、県内先

進校は、その優れた取組の普及に努める必要がある。 

 

② 県教育委員会の取組 

県教育委員会は、各校の｢探究的な学び｣が充実するよう支援していく。 

具体的には、指導主事・専門主事が、初任者研修、キャリアアップ研修や

各校の校内研修会での授業公開等に参加して授業改善への支援を行うとと

もに、各校の授業改善に係る組織に対しても支援を行う。 

県教育委員会主催の教育課程研究委員会 12では、授業改善に向けた授業研

究に加え、思考力・判断力・表現力等を適切に評価する問題の作成に関する

研究、県内外先進校視察等を行うとともに、県内４地区で毎年開催される教

育課程研究協議会13において、先進的で意欲的な取組を行っている学校の発

表や授業映像の視聴等を行い、効果的な授業実践につなげる支援を行う。 

 

 

 

                                                   
9 現在、本県の県立高校には「農業に関する学科（農業科）」「工業に関する学科（工業科）」「商業に関

する学科（商業科）」「家庭に関する学科（家庭科）」が設置されている。（以下「専門学科」という。） 
10 本稿では、「職業教育を主とする専門学科」以外の普通教科をベースとした専門学科のことをいう。

具体的には、「理数に関する学科（理数科・自然科学探究科・学究科など）」「外国語に関する学科（英

語科・国際観光科）」「国際関係に関する学科（国際教養科・国際探究科など）」「体育に関する学科（ス

ポーツ科学科）」「音楽に関する学科（音楽科）」がある。  
11 語学力とともに国際的素養を身につけ、将来的に政治、経済、学術等の分野で活躍できるグローバル・

リーダーを育成することを目的に、文部科学省が平成 26 年度から事業開始。平成 29 年度現在、全国

123 校が指定されている。（本県では長野高校と上田高校が指定されている。）  
12 各教科・科目、特別活動及び総合的な学習の時間の指導内容、指導方法並びに評価について研究する

ために、県教育委員会が招集する委員により構成される委員会。  
13 各高校から教科等の代表者が参加し、学習指導要領の内容等について研究協議を行い、教育課程の改

善・充実に資するための協議会。 
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また、外部団体や県内外の優れた指導実績がある教員等を講師に研修会を

開催したり、総合教育センターでの研修講座を充実させたりすることで、教

員個々のスキルアップを図るとともに、｢探究的な学び｣を普及・推進してい

くリーダー的な教員を育成する。 

さらに、授業映像、指導案、教材、研究会等の発表をＤＶＤで配布したり、

ＷＥＢに掲載したりすることによって、全県の教員が、効果的な実践事例を

共有し、授業に活かすことができる仕組みを構築する。 

 

 

(2) 各校の学びを体系的に示す「３つの方針」の策定と運用 

ア 策定の趣旨 

学習の基本単位である授業を、｢探究的な学び｣を取り入れながら改善して

いくことは重要であるが、あわせて、教育活動全体を俯瞰し、個々の授業と

諸活動の関係を明確にしたり、関連づけたりすることも必要となる。 

新学習指導要領に示されたカリキュラム・マネジメント 14の考えのもと、各

校が、育てたい生徒像（教育目標）に基づいて目指す方向や特色を明確にし、

教育活動を体系化する。そして、それを教職員だけでなく在籍する生徒や保

護者、中学生やその保護者を含めた地域社会と共有することにより、より効

果的で充実した教育活動を展開することができる。 

こうした考えに基づき、高校が新たな学びへ転換するために、県教育委員

会が示す作成指針に従って、各校のカリキュラム・マネジメントの考え方を

明示した、以下に示す｢３つの方針｣をすべての県立高校で策定する。 

① ｢生徒育成方針｣ 

卒業までに生徒にどのような力をつけるのかを示したもの 

② ｢教育課程編成・実施方針｣ 

そのために、学校全体として教育活動をどのように展開するのかを示した

もの 

③ ｢生徒募集方針｣ 

入学を希望する生徒へのメッセージとして、どのような生徒の入学を待っ

ているか、どのような学校でどのような学びができるかを示したもの 

 

 

                                                   
14 教育課程を編成し、それを実施・評価し改善していく一連の取組。新学習指導要領では、「目指す理

念を実現するためには、教育課程全体を通した取組を通じて、教科横断的な視点から教育活動の改善

を行っていくことや、学校全体としての取組を通じて、教科等や学年を越えた組織運営の改善を行っ

ていくことが求められており、各校が編成する教育課程を核に、どのように教育活動や組織運営など

の学校の全体的な在り方を改善していくのかが重要な鍵となる。」としている。  
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これまでも各校においては、中学生体験入学、学校案内や学校ホームペー

ジ等で類似の内容について説明をしてきているが、新たな学びへの転換を契

機として｢３つの方針｣を策定することにより、学校の教育活動を体系的かつ

統一的に示すことが可能になる。 

 

イ 策定指針と留意事項 

① 策定単位 

すべての県立高校が課程別に｢３つの方針｣を策定する。 

 

② 全体に関わる策定指針及び留意事項 

○ 生徒、保護者、入学を希望する生徒及び学校を取り巻く関係者等が、

十分に理解できるように、具体的かつ明確に示す。 

○ 生徒の立場に立った視点や表現を用いて、生徒の意欲が喚起されるも

のとする。 

○ 策定にあたっては、校長を中心に教職員間で議論を尽くす。また、保

護者等、学校を取り巻く多くの関係者との意見交換も大切にする。 

○ 「３つの方針」を、各校のグランドデザイン 15として、１枚の概念図に

まとめる。 

 

③ 各方針の策定指針及び留意事項 

○ ｢生徒育成方針」について 

・卒業後の姿も視野に入れながら、高等学校における生徒の学習成果と

して、卒業までにどのような力をつけさせ、何ができるようにさせたい

かといった育てたい生徒像を具体的に示す。 

 

○ ｢教育課程編成・実施方針」について 

・｢生徒育成方針｣に基づいて、どのような教育課程を編成し、どのよう

な教育内容・方法を実施し、学習成果をどのように評価するのかを具

体的に示す。 

・学校として、各教科、特別活動、自主活動等のすべての教育活動を有

機的に結びつけ、学びの体系化を図る。 

・｢社会に開かれた教育課程｣を実現するために、学校間や社会との連携・

協力、積極的な外部資源の活用等が反映されたものにする。 

 

 

                                                   
15  教育活動についての全体構想。 
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○ ｢生徒募集方針」について 

・入学を希望する生徒にとって、高校生活のビジョンを描き、高校を選

ぶ一助となり得るものを具体的に示す。 

 

ウ ｢生徒育成方針｣の実効性を検証するフィードバックシステムの構築と運用 

① システム構築の趣旨 

すべての県立高校が、｢生徒育成方針｣の実効性を評価するフィードバッ

クシステムを構築し、その結果を検証することにより、教育課程及び教育

活動の改善・見直しを図る。 

 

② システムの内容と構築の方法 

○「生徒育成方針」に示された力がついたかどうかを評価する。 

○ 評価は、卒業生の進路先（大学、短大、専門学校等の進学先及び企業

等の就職先）、卒業生及びその保護者に依頼する。 

○ 評価は、進路先等に応じて、各校が活用しやすい方法と形式とする。 

○ 卒業生の追跡調査も兼ねることができるものとする。 

 

エ ＰＤＣＡサイクル16による継続的な検証と改善 

｢３つの方針｣は、教育活動の改善・見直しに向けて、ＰＤＣＡサイクルの

中で、絶えず検証と改善を図っていくものである。 

｢３つの方針｣についての情報の公開は、保護者、地域等からの理解、協力

を得ながら教育活動に取り組んでいく上で不可欠であるため、各校は、｢３つ

の方針｣の評価・検証についても、積極的に情報発信をする。 

 

オ 策定・運用日程 

2020 年３月まで 「３つの方針」の策定・公表 

グランドデザインを示す概念図の作成 

具体的な教育活動や地域連携等の構築 

「フィードバックシステム」の構築 

2021 年４月から 「フィードバックシステム」の運用開始 

（2020 年度卒業生から） 

 

 

 

                                                   
16 改善と充実を図るサイクルのこと。Plan(計画)、Do(実施・実行)、Check(点検・評価)、Act(さら

なる改善)の頭文字をとったもので、継続的に改善しようとする考え方に基づく。  
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(3) 入学者選抜制度の改革 

「基本構想」を受け、2017 年（平成 29 年）６月から「長野県高等学校入学

者選抜制度等検討委員会」において、望ましい入学者選抜制度のあり方につい

て検討がなされ、2018 年（平成 30 年）３月に県教育委員会に報告書が提出さ

れた。 

今後は、県教育委員会でその内容を検討し、報告書の趣旨を活かした新たな

入学者選抜制度を構築する。 
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■ 方針２ 夢に挑戦できる多様な学びの場、学びの仕組みを整備充実 

します。 

(1) 多様な学びの場の整備充実 

ア 多様化する生徒の学習ニーズや専門教育に応える高校 

○ 総合学科高校の充実・拡大 

総合学科17は、高校卒業後の学びや将来の職業など、自らの進路を考えな

がら、普通教科や専門教科から幅広く科目を選択し、キャリア形成を図るこ

とができる。中学校卒業時に将来の進路について明確な展望を見定めるのが

難しかったり、高等学校において幅広い分野の学習を通して、自己の能力や

適性に合った分野を見出したいと考えたりする生徒にとってふさわしい学

びの場である。 

こうした学科の特長を活かし、生徒一人ひとりが将来の職業選択を視野に

入れて学びを深めることができるように、地域と連携した課題研究や就業体

験活動18、デュアルシステム19等の取組をさらに充実させる。 

総合学科高校は、現在、第１通学区（北信地区）、第２通学区（東信地区）、

第４通学区（中信地区）に配置されているが、今後、第３通学区（南信地区）

への配置を検討する。 

 

○ 総合技術高校の充実・拡大 

産業構造が大きく変化し、グローバル化が進行する中で、変化に柔軟に対

応できる専門能力の育成が必要となっている。そのため、専門学科では、専

門分野の基礎・基本の定着とともに、専門分野の枠を越えた汎用的・多面的

な職業能力の育成が求められている。 

 

 

 

 

                                                   
17 普通科や専門学科とは異なる「第３の学科」として、平成６年度から設置できるようになった学科。

高校生としての必履修科目以外は、履修・修得の単位数に制限がなく、普通科目や職業教育に関する

専門科目などから柔軟な科目選択が可能である。各自が進路を探究する過程で、重点的に学びたい普

通科目や関連した専門科目を選択して個別のカリキュラムをつくれるため、キャリア教育を重点とし

た高校をつくることができる。 
18 高校生が将来の仕事等について考える一環として、企業や施設・農家等を自ら選んで仕事を体験する

インターンシップのほか、企業を訪問し、社員との交流や話合いを通して、働くことや進路について

考える機会とする企業訪問、オープンキャンパスや大学訪問の際に、教官や学生との交流や話合いを

通して、働くことや進路について考える機会とする活動等も含む。  
19 産業現場での長期の就業体験を教育課程に位置付け、学校の授業と併用して学習する産業教育の仕組み。産業

界と高校が連携をとりながら協同で人材を育成する教育システムを構築し、効果的に事業を推進するために、

学校、地元自治体、産業関係団体による連携協議会の設置やコーディネーターを置くことが多い。 
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 複数の専門学科をもつ総合技術高校は、学科の独立性を確保しながら、各

産業に共通して必要とされる基礎学力を養う学びや、各学科の要素を連携さ

せる学びが可能であり、社会の変化に柔軟に対応する力を育成することがで

きる。こうした特長を活かして、課題研究等の取組や学校と企業が協働して

生徒を育てる体制等をさらに充実させていく。 

総合技術高校は、現在、第１通学区（北信地区）、第２通学区（東信地区）、

第３通学区（南信地区）に各１校配置されているが、今後も配置を推進して

いく。 

なお、専門高校の小学科 20のあり方については、少子化に伴う高校の小規

模化も考慮し、相互の関連性に配慮しながら小学科を統合し、広範な専門領

域を有する小学科への改編を検討する。 

 

イ 多様な生徒の生活・学習スタイルに応える高校 

現在の定時制・通信制課程は、働きながら学ぶ勤労青少年が減少し、多様

な学習歴、生活歴等、様々な背景を持つ生徒が増加してきている。そのため、

勤労青少年に高校での学びを保障するという従来の役割に加えて、学び直し

の場、進学や就職など将来の進路を見据えての学びの場、さらに積極的に自

己実現を図る場として、重要な役割を担うようになってきている。 

○ 多部制・単位制高校21の充実・拡大 

多部制・単位制高校は、午前、午後、夜間など、授業を受けられる時間帯

を選択できるなど、生徒が自らの生活・学習スタイルに合わせて学ぶことが

できる。これまでも、生徒の幅広いニーズに応えるため、学習指導や相談・

支援体制の充実、人間関係形成力やコミュニケーション能力の育成及び卒業

後を見据えた進路先や外部機関との連携強化を図ってきている。 

多部制・単位制高校は、現在、第２通学区（東信地区）、第３通学区（南

信地区）、第４通学区（中信地区）に各１校配置されているが、今後、第１

通学区（北信地区）への配置を検討する。あわせて、各地区における定時制

の適正配置についても検討していく。 

なお、定時制専門学科については、専門学科の施設・設備を有効に活用し、

体験的なキャリア教育を充実させながら、普通科へ転換する。 

 

 

 

 

                                                   
20 本稿では、例えば、大学科「工業科」の中にある「機械科」「電気科」等を「小学科」という。  
21 ひとつの高校の中で午前、午後、夜間など、授業を受けられる時間帯を選択できるとともに、基本的

には学年の枠を設けず、個別のカリキュラムにより選択科目を履修・修得し、規定の単位数に達すれ

ば３年以上の修業年限で卒業できる。そのため、個々のライフスタイルや学習ペースに合わせた教育

を受けられる高校と言える。 
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○ 通信制の改革 

 通信制課程は、個々のペースで学ぶことができる利点を活かした教育によ

り、多様な背景を持つ生徒たちの新たな学びの場として必要性が増してきて

いる。 

個に応じた通学の形態をとったり、ＩＣＴ（情報通信技術）等を活用しな

がら主体的に学びに取り組んだり、地域の様々な活動に参加して体験的に学

びを深めたり、スポーツや芸術などに打ち込むなど、生徒一人ひとりが自己

の可能性を伸ばす環境を整えることが可能である。また、四年制大学等の上

級学校への進学にも対応できる。 

今後、こうした個々の生徒のニーズに応じた通信制教育のあり方や仕組み

について研究を進めるとともに、現在、第１通学区（北信地区）と第４通学

区（中信地区）に各１校配置されている通信制高校について、地理的に離れ

たところに住む生徒のためにサテライト校 22を導入するなど、通信制教育の

充実・拡大を図る。 

 

ウ モデル校方式による新たな学びの場の創造 

① モデル校設置の趣旨 

「基本構想」では、「信州に根ざし様々な場所で活躍するグローバル人材

の育成」の必要性を示した。また、「学ぶ意欲が高く、より深い学びを志向

する生徒が、十分に学びを深めることができる場として、新たに『探究的

な学びをさらに深める学科』を設置する。」とした。 

これらの点を踏まえ、さらに、本県の高校教育の質的向上、教育課題の

解決及び多様な学びの場の創造を目的として、モデル校を指定し、成果を

広く県下の高校へ普及させる。 

モデル校は、それぞれのテーマや課題について先進的に研究・実践に取

り組み、研究授業や授業公開等を計画的に実施することにより、研究計画

や研究状況を積極的に発信する。また、適切な方法によって効果の検証を

行うとともに、研究報告会等を実施して、成果や課題等を他校の教員や生

徒に公開するなど、有効な取組を広く県下の高校と共有していく。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
22 通信教育を実施する高等学校（本校）への通学が困難な遠方の生徒のために置かれたサテライト施設

で、本校の施設として位置づけられる。本校の教員が、添削課題サポート、スクーリング（面接指導）、

及び試験を実施する。 
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② モデル校 

○ 卓越した探究的な学びを推進する高校 

現代の最先端の学問分野等も視野に入れ、将来、大学や大学院の研究

につながっていくような卓越した「探究的な学び」を可能にする学科を

設置するなど、生徒の「もっと知りたい」「もっと深く学びたい」に応え

る教育課程の編成や実践を行う。また、高大連携を図り、大学等での授

業の受講や単位認定のあり方についても研究する。 

また、突出型の学びの履歴を活かし、自己の特性をさらに追究する学

びを含めることについても研究する。 

 

○ 信州に根ざしたグローバルな学びを推進する高校 

世界の諸課題を自分の住んでいる地域と関連づけながら、学校外の団

体・組織等と協働して解決を目指す課題解決型学習（ＰＢＬ）を推進す

る。特定の学科・コースではなく、学校のすべての生徒を対象とする。 

文部科学省の指定事業であるスーパーグローバルハイスクール（ＳＧ

Ｈ）の成果を継承しつつ、さらなる充実と普及を図る。 

 

○ 国際バカロレア23を研究する高校 

国際基準を満たす教育プログラムの一つである国際バカロレアのミド

ル・イヤーズ・プログラム24（ＭＹＰ）やディプロマ・プログラム 25（Ｄ

Ｐ）について調査・研究し、その理念や教育課程、教授法及び講座編成

等を活かした教育課程を編成し実践する。 

また、国際的な視野を持つ高校生の育成を目指し、海外の大学への進

学指導や支援に取り組む。 

 

 

 

 

                                                   
23 国際バカロレア（IB：International Baccalaureate）は、国際バカロレア機構（本部ジュネーブ）

が提供する国際的な教育プログラム。1968 年、チャレンジに満ちた総合的な教育プログラムとして、

世界の複雑さを理解して、そのことに対処できる生徒を育成し、生徒に、未来へ責任ある行動をとる

ための態度とスキルを身につけさせるとともに、国際的に通用する大学入学資格（国際バカロレア資

格）を与え、大学進学へのルートを確保することを目的として設置。現在、認定校に対する共通カリ

キュラムの作成や、世界共通の国際バカロレア試験、国際バカロレア資格の授与等を実施。  
24 11 歳から 16 歳を対象として、青少年に、これまでの学習と社会のつながりを学ばせるプログラム。

どのような言語でも提供可能。 
25 16 歳から 19 歳を対象としたプログラムであり、所定のカリキュラムを２年間履修し、最終試験を経

て所定の成績を収めると、国際的に認められる大学入学資格（国際バカロレア資格）が取得可能。原

則として、英語、フランス語又はスペイン語で実施するが、一部科目を日本語で実施可能なプログラ

ム（「日本語ＤＰ」）もある。 
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○ 高度な産業教育を推進する高校 

高校卒業後の学びの場、例えば、県工科短期大学校、農業・林業・福

祉大学校、技術専門校などと連携して、専門的な知識・技能を身につけ

たり、地元自治体、企業、医療・福祉施設等と連携して、専門的・実践

的に学びを深めたりする仕組みをつくる。 

 

○ 少人数学級を研究する高校 

学校の課題や生徒の状況に応じて少人数の生活集団（少人数学級）を

編成し、クラスサイズを小さくすることによる教育効果を検証する。 

また、様々な教育活動における効果的な学級規模及び学校運営のあり

方についても研究する。 

 

○ 再編による「新しい学校」 

再編により誕生する新たな学校については、改革を牽引するモデル校

と位置づけ、教育内容と施設・設備の両面で、既存の考え方にとらわれ

ない「新しい学校」を創造していく。具体的には、柔軟な教育課程の編

成、少人数講座編成等の目的に応じた講座編成、多目的教室やラウンジ

など創造性を育む新たな学習・生活空間の創造、外部人材・専門人材の

積極的な活用等を検討する。 

 

○ その他のモデル校 

上記以外にも、本県の高校教育の質的向上、教育課題の解決及び多様

な学びの場の創造を目的としたモデル校の設置を必要に応じて検討する。 

 

③ モデル校への支援について 

県教育委員会は、教育課程の編成や実施、施設・設備等の教育環境の充

実、様々な支援を必要とする生徒への対応等について専門的な見地からモ

デル校に対して助言を行うモデル校アドバイザーを外部の有識者等に委

嘱し、モデル校を支援する。必要に応じて、モデル校から成る連絡協議会

等を組織し、モデル校同士の連携も図っていく。 

また、教育課程の編成・実施や外部との連携を中心となって担うカリキ

ュラム・コーディネーターをすべてのモデル校に位置付ける。さらに、必

要に応じて、少人数講座編成のための要員、ＩＣＴ支援員 26、部活動外部

                                                   
26 教員の ICT 活用指導力向上のために学校に派遣される ICT の専門家。ICT を活用した授業改善のた

めの研修・授業支援を行う。 
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指導者27、部活動指導員28等を配置する。 

モデル校アドバイザー（例） 

・教育（評価、カリキュラム編成、学校運営等）の専門家 

・教育環境（ＩＣＴ、教育機器等）の専門家 

・医学、心理学、福祉の専門家（医師、看護師、臨床心理士、社会福祉士

等） 

・法律の専門家（弁護士等） 

 

④ モデル校の指定 

・モデル校は公募とし、県教育委員会は応募内容を審査して、指定候補校

を公表する。その後、１年間かけて準備される実施計画を審査した上で、

指定する。 

・モデル校の指定は、一次と二次に分ける。一次は、高校単独での応募と

し、各校が、カリキュラム・マネジメントの考えのもと、育てたい生徒

像（教育目標）に基づいて３つの方針を策定する過程と併せて指定する。 

二次は、旧 12 通学区ごとに設置される「高校の将来像を考える地域の協

議会（方針６にて後述）」からの意見・提案を高校が検討した上で応募す

ることとし、「再編・整備計画」策定に併せて指定候補校とする。 

・モデル校の指定は、概ね５年とし、その間、モデル校は研究・実践及び

普及活動を行う。なお、効果が認められる等、継続の必要性の高い取組

については、５年を経た後も継続を検討する。 

・再編により誕生する新たな学校はすべて、「再編・整備計画」策定後にモ

デル校に指定し、新たな学校の開校後５年まで、指定を継続する。 

 

⑤ モデル校の指定・推進日程 

2018 年９月  公募開始（一次） 

2019 年３月  指定候補校公表（一次） 

４月  教育課程等検討開始（一次候補校） 

 モデル校アドバイザー（計画・立案）運用開始 

2020 年３月  モデル校指定（一次） 

４月  研究・取組等の本格実施（一次指定校） 

 モデル校アドバイザー（研究・取組）運用開始 

９月  公募開始（二次） 

                                                   
27 県教育委員会の「外部人材による高等学校運動部活動支援事業」の一環として、運動部活動における

教職員の指導力向上及び生徒の競技力向上を目的として学校に派遣される専門的な指導者。単独での

指導や大会・練習試合の引率はできない。 
28 生徒の自主的、自発的な参加により行われるスポーツ、文化、科学等に関する教育活動（いわゆる部

活動）において、校長の監督を受け、技術的な指導に従事する者。教諭に代わって、実技指導や大会・

練習試合等の引率を行うことができる。 
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2021 年３月  指定候補校公表（二次） 

４月  教育課程等検討開始（二次候補校） 

2022 年３月  モデル校指定（二次） 

４月  研究・取組等の本格実施（二次指定校） 

※再編により誕生する新たな学校のモデル校指定後の推進日程は、上記

の日程に準ずる。 

 

(2) 多様な学びの仕組みの整備充実 

ア ＩＣＴを活用した教育の推進 

電子黒板やタブレットＰＣによるＩＣＴの活用により、新たな学びが可能

になるとともに、従来行われてきた学びも、より効率的・効果的に行うこと

が可能になってきている。 

今後、さらに教育の質を向上させ、これからの社会に必要とされる資質・

能力を生徒に育成するために、例えば、次のような学びを各校で実践する。 

① 協働学習 

授業で発表・討論を行う際、教員が意見の共有・分類・整理を生徒のタ

ブレット端末と授業支援ソフトで行い、より効果的に議論を展開したり、

学びを深めたりする。 

② 反転学習 

自宅等で、タブレット端末等を利用して、学習動画やデジタル教材を視

聴して事前に学んでおき、学校では、それをもとに、課題解決や討論中心

の学習を展開する。これにより、知識や技能だけでなく、思考力・判断力・

表現力の向上を図る。 

③ アダプティブ・ラーニング（個々の生徒の習熟度等に応じた学習） 

教員の指導のもと、ＡＩ技術等による個々の生徒の学力に最適化された

学習プログラムを活用することにより、生徒一人ひとりの得意分野や不得

意分野に合わせた学びを提供し、多様な生徒の学力伸長に対応する。 

④ 遠隔授業 

インターネット回線等を利用して、地域、企業、大学等と教室を結んだ

り、他校の授業を受けたり、他校の生徒と協働学習を行ったりすることで、

生徒たちが、多様な考えに触れながら学びを深めることを可能にする。 
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イ 特別支援教育の充実 

高校において発達障がいの診断等のある生徒が増加しており、ほぼすべて

の高校に特別な教育的支援を必要とする生徒が在籍している。また、現在、

中学校特別支援学級卒業生の約７割が高校へ進学している。 

こうした中、わかる授業、安心して受けられる授業を実践しつつ、どの生

徒も持てる力を最大限に発揮できるよう、学校全体での特別支援教育の充実

を目指した体制づくりが求められている。 

① 通級による指導29の実施 

高校では 2018 年度（平成 30 年度）より通級による指導が国において制

度化され、本県では東御清翔高校、箕輪進修高校に通級指導教室を設置し

た。今後は学校の実情や地域バランスを十分に考慮して通級指導教室の増

設を検討する。 

② 特別支援教育に係る専門性の向上 

具体的・実践的な内容を多く取り入れた研修を引き続き実施し、特別支

援教育コーディネーター 30等の専門性及び指導力の向上を図る。 

③ 特別支援学校高等部分教室 31との連携 

インクルーシブな教育 32の展開、共生社会の形成を目指し、高校に併設す

る高等部分教室において、高校と分教室双方の生徒同士の協働的な活動や、

双方の学校の教育資源や教員の専門性を活かした相互学習・支援などの一

層の充実を図る。必要に応じて分教室のさらなる設置を検討する。 

④ 切れ目のない支援の引継ぎ 

高校と中学校、特別支援学校、福祉・労働・医療等の関係機関が情報交

換する機会を設け、プレ支援シートや個別の教育支援計画等の利活用によ

る必要な情報の着実な引継ぎ、切れ目のない支援を図る。 

 
                                                   
29 大部分の授業を通常の学級で受けながら、一部、障がいに応じた特別の指導を特別な場（「通級指導

教室」）で受ける指導形態。障がいによる学習上又は生活上の困難を改善し、または克服するため、

特別支援学校学習指導要領の「自立活動」に相当する指導を行う。  
30 高校教育の中で特別な支援を要する生徒の教育方法について、特別支援教育に関する研修を受け、校

内での特別支援教育を推進し、教員間・外部機関との調整役となる教員として各校で指名している。 
31 特別支援学校高等部の分教室として、学びの場を高校に置くことにより、障がいのある生徒が同世代

の高校生と日常的に接し、分教室の特色を活かした学習活動を通して自己肯定感を高め、自立と社会

的参加に向けて学ぶ場とする。また、高校生にとっても、障がいに対する理解を深め、自らの人間形

成を行う上で大切な機会となる。さらに、分教室には特別支援教育の地域センター的な役割を果たす

ことが期待されている。 
32 障がいのある子どもが、自立と社会参加に向け、できる限り身近な地域で同世代の友と共に学ぶ中で

持てる力を最大限伸ばすことができる教育であるとともに、障がいのない子も含めたすべての子が仲

間と出会い関わる中で多様性を認め合い、「多様な他者とつながる力」「多様な価値観の中で問題を解

決していく力」を育む教育。  
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ウ 高校間連携・高大連携の推進 

生徒の「もっと学びたい」「深く知りたい」という気持ちに応え、生徒の夢

の実現を支援するために、複数の高校が連携して、合同で授業を行ったり、

教員が相互に授業を担当したりする仕組みを作り、単位の互換も検討する。

また、夢の実現に向けて生徒が在籍する高校から別の高校へ転学できるよう

な仕組みづくりについても今後研究していく。さらに、大学と連携して、生

徒が大学の高度で専門的な授業を直接又は遠隔通信により受講したり、高校

には無い研究設備・施設を利用したりすることを可能にし、単位認定のあり

方についても研究する。 

 

エ デュアルシステムの拡大等 

学校が地域や産業界と連携・協働して生徒を育てていくシステムは、生徒

が将来の進路や職業を考え、キャリア形成を図っていく上で有効である。 

産業現場での長期の就業体験を教育課程に位置づけ、産官学が連携して地

域の産業人材の育成を図るデュアルシステムは、これまでにいくつかの高校

で導入され、2016 年（平成 28 年）から実施している「学びと働きを連携させ

た信州創生のための新たな人材育成モデル事業 33」においても成果をあげてき

ている。 

この点を踏まえ、専門高校に加えて、これまで導入が少なかった普通高校

でも必要に応じてデュアルシステムの導入を検討する。 

また、デュアルシステムを実施する学校には、必要に応じて、地元産業界

等での豊かな知識・経験のある適任者を連携コーディネーター 34として委嘱す

る。 

併せて、例えば専攻科等、高校を卒業した生徒の産業教育に関する学びの

場の設置について、本県の産業人材育成の動向を踏まえながら検討を行う。 

  

                                                   
33 内閣府の「地方創生推進交付金」を活用したモデル事業。事業実施期間は 2016 年から３年間。高校

生が地域や地域企業の活動とその魅力を認識し、地域で自分の未来を開花させることができる可能性

を実感することを目指す。モデル校として工業高校、農業高校、商業高校、普通高校等を指定。  
34 地元産業界等での豊かな知識・経験を有する者で、高校生が地域企業等で学ぶことのできる環境を整

えるために、自治体、企業、高校の連携や協力体制を構築する。 
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■ 方針３ 新たな学びにふさわしい環境を整備します。 

(1) 学習環境・生活環境の整備 

再編に係る施設・設備の整備やその後の運営には長期の予算措置が必要であ

る。一方、再編を実施しない既存校についても、老朽化対策、空調設備（エア

コン等）・洋式トイレ等の整備、実習・実験用の施設や機器の更新等、整備が

必要である。 

学びにとって、学習環境・生活環境は極めて重要である。したがって、学習

環境・生活環境の整備については、全県の「再編・整備計画」が定まったとこ

ろから、県の公共施設等の管理に関する総合的な基本計画である「長野県ファ

シリティマネジメント基本計画」に則り、できる限り早期に、既存校を含めて

計画的に整備を進めることとする。 

 

(2) ＩＣＴ環境の整備と充実 

新たな学びへ転換を図り、教育の質を向上させるために、学校のＩＣＴ環境

整備とＩＣＴを活用した学習活動の充実は不可欠である。したがって、電子黒

板、タブレットＰＣ、遠隔会議システムの導入をさらに進め、2020 年度までに、

ＩＣＴを活用した学習環境をすべての高校に整備することを目指す。 

また、出席管理、成績処理などの校務を支援する統合型校務支援システム 35の

導入を引き続き進めるとともに、教育の質を向上させるために生徒自身により

学習記録の入力・蓄積ができる機能を持ち、個に応じた学習の充実を図るため

の学習用デジタル・コンテンツを提供する学習支援システム等を利用して、新

学習指導要領や大学入試制度変更に対応するための指導内容や指導方法につ

いて実践研究を行っていく。 

併せて統合型校務支援システムと学習支援システムとの連携を図り、校務の

情報化によって処理すべき校務等を整理し、業務負担の軽減について研究する。 

 

(3) 新たな学び推進のための人的配置 

「探究的な学び」を中心とした新たな学びを推進していくために、教員に求

められる役割も変化してきている。教員には、個人の専門性を活かして授業等

の教育活動にあたることに加え、教える目的や内容、生徒の興味・関心に応じ

て、校内の他の教員や外部人材・地域資源と連携を図ることも求められてきて

いる。 

                                                   
35 教務系（成績処理、出欠管理、時数等）・保健系（健康診断票、保健室管理等）、指導要録等の学籍関

係、学校事務系等の機能を統合した学校支援システム。  

 



 

20 

 

また、学校としても、カリキュラム・マネジメントの考えのもと、教科横断

的な視点から教育活動を展開したり、教科や学年を越えて学校全体として組織

運営を図ったり、外部人材・地域資源などを積極的に活用したりすることが今

後さらに求められる。 

こうした点を踏まえ、教育課程の編成・実施・改善及び地域連携等の中核を

担う教職員をカリキュラム・コーディネーターとして必要に応じて校内に位置

付ける。 

また、地域や産業界、大学等の外部人材の協力を得て、生徒たちが多様な経

験や知識に触れて学びを深めることができるように、必要に応じて、連携コー

ディネーターを委嘱する。 

さらに、生徒が安心して充実した学校生活を送ることができる環境を整える

とともに、教員が、質の高い授業を行うために準備に十分時間をかけたり、生

徒と向き合う時間を十分に確保したりすることができるように、スクールカウ

ンセラー（ＳＣ）、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）、ＩＣＴ支援員、部

活動外部指導者等の専門人材を必要に応じて位置付ける。 
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■ 方針４ さらなる少子化の進行に的確に対応します。 

 

(1) 近距離に複数校が存在し、学びの場が確保されている都市部においては、小規

模校分立の状況を回避し、教育効果・投資効果の最大化を目指す。これからの子

どもたちのために、できる限り早期に、新しい時代にふさわしい新しい学校を再

編・整備する。 

 

(2) 学びの場の保障が必要な中山間地においては、魅力的な学びの場の創造に向け

て、地域と協力した最大限の努力を行っていく。 

 

 

■ 方針５ 多様な学びの場を全県に適切に配置します。 

 

(1) 配置の基本的な考え方 

ア 「再編・整備計画」の策定にあたっては、再編を個々の学校の問題として捉

えるのではなく、地域全体及び県全体の高校の将来像を総合的に検討すること

が大切である。 

イ 新たな高校配置は、地理的な条件や通学の利便性に配慮することに加え、地

域の子どもたちを地域で育てる観点からも、実質的な生活・通学圏域である旧

12 通学区単位を基本に検討する。 

ウ 「都市部存立校」と「中山間地存立校」は別表１（60 ページ）のとおりとす

る。 

エ 「基本構想」で示した再編に関する基準等について、学級数による表記を生

徒数による表記に統一し、別表２（61 ページ）に示す。 
  

(2) 校種ごとの配置の考え方 

ア 普通高校は、普通科志望者が多いことを踏まえ、生活・通学圏域である旧 12

通学区単位に配置を検討する。 

イ 専門高校は、旧 12 通学区単位に何らかの専門教育を受けられる環境を整え

るとともに、より広域の通学区単位では、農業、工業及び商業の専門教育を受

けられるようにする。 

さらに、６次産業化等の進展を見据え、総合技術高校の配置を検討する。 

ウ 総合学科高校及び多部制・単位制高校は、通学区ごとに配置を検討するとし

た「第１期長野県高等学校再編計画」の考え方に基づいて、４通学区を基本に

配置を検討する。 

エ 定時制高校は、通学時間帯が夜間に及ぶことを考慮し、生活・通学圏域であ

る旧 12 通学区を基本に配置を検討する。 

オ 通信制高校は、現在の東北信と中南信への配置を基本に据え、さらなる通信

制教育の充実・発展を図るために、サテライト校の配置等も含めて検討する。 

再編・整備計画 
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(3) モデル校の配置の考え方 

卓越した探究的な学びを推進する高校、信州に根ざしたグローバルな学びを推

進する高校、国際バカロレアを研究する高校等のそれぞれのモデル校の特性と全

県のバランスを考慮して配置を検討する。 

 

(4) 広域の検討が必要な場合の配置の考え方 

現在、未設置となっている第３通学区（南信地区）の総合学科高校及び第１通

学区（北信地区）の多部制・単位制高校の配置については、地域の意見も聞きな

がら、次の点を踏まえて、県教育委員会が広域的・多角的に判断する。 

ア 対象地域全体から通学しやすい配置であること。 

イ 同一校種の高校の配置が県全体で適切であること。 

 

(5) 再編にともなう校地・校舎等の後利用の考え方 

再編にともなう校地・校舎等の後利用については、地域の意見も聞きながら有

効活用できるように検討する。 

 

 

■ 方針６ 地域での検討を踏まえて「再編・整備計画」を確定し、再編を実施し

ない既存校も含めて計画的に整備を進めます。 

 

(1) 地域での検討 

2019 年９月までに、旧 12 通学区ごとに「高校の将来像を考える地域の協議会」

（以下「協議会」という。）を地域の協力のもとに順次設置する。 

 なお、「協議会」の概要は以下のとおりとする。 

 

ア 検討内容 

「実施方針」に基づいて検討を行い、旧通学区内の将来を見据えた高校の学

びのあり方と具体的な高校の配置について、県教育委員会に対して意見・提案

を行う。 

イ 「協議会」設置の要請 

県教育委員会は、広域連合長たる市町村長に「協議会」の設置を要請する。

なお、旧通学区と広域圏が一致していない地域では、別途調整のうえ要請する。 

ウ 「協議会」の構成員 

市町村長、市町村教育長（または教育委員長）に加え、産業界から選出され

た者を必ず含むものとし、その他の構成員は地域の実情に応じて構成するもの

とする。なお、地域振興局長、地区の中学校長会長、地区の高校長会長、地区

の小中学校の PTA の代表を構成員に加えるのが望ましい。 



 

23 

 

エ 「協議会」の事務局 

「協議会」の事務局は、上記イの市町村及び県教育委員会の共同事務局とし、

その役割分担は以下のとおりとする。 

 市町村・・・・・・「協議会」の運営（日程調整､会議の運営） 

 県教育委員会・・・資料の収集・作成をはじめとする「協議会」運営の支援 

 

検討を進めるにあたり、県教育委員会の考えを、学びのあり方については「地

域等での『高校の学びのあり方』の検討の視点」（24 ページ）として、具体的な

高校の配置については「旧 12 通学区ごとの再編計画の方向性」（25 ページ以降）

として示した。 

 

(2) 「再編・整備計画」の確定 

県教育委員会は、「協議会」の意見・提案を踏まえ、総合教育会議での議論を

経て、全県的視野に立って 2021 年３月に、次の事項を内容とする全県の「再編・

整備計画」を確定する。 
 

ア 高校の配置計画 

イ 再編を実施しない既存校の整備計画（整備内容、整備時期等） 

ウ 再編対象校の「再編実施計画」（新校の学びのあり方、募集開始年度、校 

地・校舎の設置場所、設置課程・学科及び募集人員等）の策定方針 
 

なお、他の計画に影響なく実施できるものについては、2020 年３月に「再編・

整備計画（一次分）」を策定する。 

別表２（61 ページ）に記載の基準については、「協議会」で検討が行われてい

る間は適用を一旦留保し、全県の「再編・整備計画」が策定された後の 2021 年

度から適用を開始する。 

また、「学びの改革 基本構想」で示した将来検討基準については、全地区で

「協議会」による検討がなされることから、基準を設ける必要性がなくなったた

め、廃止する。 
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○ 地域等での「高校の学びのあり方」の検討の視点 

 

  「協議会」をはじめとして、地域等で「高校の学びのあり方」を次のような視点

から検討していくことが考えられる。 

 

・ＡＩやＩＣＴの進展、少子高齢化やグローバル化による社会の変化を念頭に、10

年後、20 年後を見据えた学びをどのように構築していくか。 

 

・地域に密着した学び、卓越性を伸長する学び、基礎学力の定着を図る学び、専門

分野の学び、スポーツ・芸術に重点をおいた学び等、旧通学区内で中学生の多様

なニーズに応える学びをどのように実現するか。 

 

・再編により誕生する新たな学校は、その地区に新たな学びを展開する契機となる。

「探究的な学び」のさらなる深化や、社会の変化に対応した学び等、どのような

学びを展開すべきか。 

 

・地域と連携した学びが必要になる。その基盤となる地域と高校が協働するための

プラットフォームをどのように形成するか。 

 

・地域の自然、歴史、文化を深く追究する学びを通して、地域の魅力を知り、地域

の担い手として地域活性化に取り組もうとする生徒の育成を図るべきではないか。 

 

・複数の高校が連携して、合同で授業を行ったり、共同で地域と連携したキャリア

教育を実施したりする学びをどのように展開するか。 

 

・各校が持つ学びの特長を共有することにより、高校生の知見が広がる。中山間地

存立校と都市部存立校、普通高校と専門高校等、それぞれの高校の強みを生かし

ながら協働する学びを展開することは可能か。 

 

・異年齢間の交流や大学等の先進的な学問が高校生のモチベーションを刺激する。

小学校や中学校、大学等と連携した学びを展開するにはどうしたらいいか。 

 

・地域に受け継がれている文化や技能等があり、後継者不足が課題となっている。

地域の中で引き継いでいく視点からの学びを構築していくことはできないか。 
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○ 旧 12 通学区ごとの再編計画の方向性 

※：この項の記述についての留意点を、項末の 59 ページに示している。 
 

(1) 旧第１通学区          

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 721 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 384 人まで減少し、学校規模の適正化が必要な状況にあった。 

・「第１期長野県高等学校再編計画」の公表時には、飯山市内３校を１校に再編する

計画の第一段階（一次統合）として、既に飯山照丘高校と飯山南高校を統合し、

飯山高校が開校していた。 

・飯山高校の二次統合の際には、今まで飯山市内３校で学んでいた生徒が、飯山高

校に進学することを想定して、多様な資質や能力を持つ生徒一人ひとりが有意義

な高校生活を送りそれぞれの進路希望を実現できるような高校として教育環境を

整備し、地域の高校教育を担う学校づくりを進めていくとした。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり２件の再編統合を実施した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2007 年 

（平成 19 年） 

【一次統合】 

 

2014 年 

（平成 26 年） 

【二次統合】 

 

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

(カッコ内は 2017 年度の募集学級数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飯山照丘（普通科）  

飯山南（普通科・体育科） 

飯 山 

（普通科・体育科） 

飯 山 

普通科 

自然科学探究科 

人文科学探究科 

スポーツ科学科 

飯山北 

普通科・自然科学探究科・ 

人文科学探究科 

飯山（普通科・スポーツ科学科） 

下高井農林 
農業科(２) 

飯 山 
普通科(３) 

自然科学探究科・人文科学探究科 (2) 
スポーツ科学科(１ ) 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて          
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  320 人  169 人  199 人 

2017 年に対する比率  100 ％  53 %  62 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 62％まで減少する見込みであり、県全

体の減少率 75％と比較しても減少が著しい状況にある。 

・下高井農林高校は募集定員が 80 人と学校規模が縮小しているが、この地区唯一

の専門教育の場としての役割を担っている。 

 

旧第１通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第１通学区の公立高校へ進学 216 人 76 ％ 

 上記以外の高校へ進学 68 人 24 ％ 

 ・旧第３通学区の公立高校へ進学 30 人 --- 

 ・旧第２通学区の公立高校へ進学 18 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 15 人 --- 

 ・その他（県外含む） 5 人 --- 

 

旧第１通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第１通学区の中学校から入学 216 人 71 ％ 

 上記以外の中学校から入学 87 人 29 ％ 

 ・旧第２通学区の中学校から入学 63 人 --- 

 ・旧第３通学区の中学校から入学 15 人 --- 

 ・その他（県外含む） 9 人 --- 

 

③ 再編計画の方向 

・学校規模のさらなる縮小が想定される中においても、中学生の期待に応える

普通教育と専門教育の学びの場を確保していく必要がある。 

・この地区の今後の急激な少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域

の高校の将来像を考えていく必要がある。 

・これらの観点を踏まえると、地域キャンパス化等の方策により、２校が連

携した学びの場を構想していくことが考えられる。 
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(2) 旧第２通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 2,283 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 1,361 人まで減少し、学校規模の適正化が必要な状況にあった。 

・この通学区の中学から旧第３通学区の公立高校への入学者数は毎年３学級程度で

あるのに対し、旧第３通学区の中学からこの通学区の公立高校への入学者は毎年

８学級以上あり、特に須坂市内の４校では長野市内の中学校卒業者数が入学者の

約４割を占めていた。 

・「第１期長野県高等学校再編計画」の公表時には、既に中野高校と中野実業高校を

統合し、中野立志館高校が開校していた。 

・これらの状況を考慮して、須坂市内の４校を３校に再編統合し、専門学科を含む

再編により新たな魅力ある高校の配置を検討した。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり２件の再編統合を実施した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2007 年 

（平成 19 年） 

 

2015 年 

（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中野実業 

全日制：工業科・商業科 

定時制：普通科 

中野立志館 
 
全日制：総合学科 

定時制：普通科 

須坂創成 
 
（農業科・工業科・商業科） 

中 野 

（全日制：普通科）  

須坂商業（商業科） 

須坂園芸（農業科） 
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その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  1,290 人  1,056 人  876 人 

2017 年に対する比率 100 ％ 82 ％ 68 ％ 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 68％まで減少する見込みであり、県全

体の減少率 75％と比較しても減少が著しい状況にある。 

・隣接通学区との間の流出入は、この通学区の中学から旧第３通学区の公立高校

へ 180 人程度が進学し、一方、旧第３通学区の中学からこの通学区の公立高校

に 360 人程度が入学しており、流出入が多い状況が続いている。 

・長野市内の私立高校を中心に県内私立高校へ 110 人程度が進学している。 

・中野市と須坂市に募集定員 240 人の都市部存立普通校がそれぞれ２校ずつ配置

されているが、現状の配置のまま推移すると、少子化の進行により学校規模が

縮小し、都市部存立普通校として十分な規模が確保できなくなることが考えら

れる。 

・隣接通学区との間の流出入が多い状況が続いていることから、隣接通学区の高

校のあり方や少子化の状況も視野に入れて、この地域の高校の将来像を検討す

る必要がある。 

 

 

中野西 
普通科（６） 

須坂東 
普通科 (６) 

須 坂 
普通科 (６) 

須坂創成 
農業科(３ ) 
工業科(１ ) 
商業科(３ ) 

中野立志館 
総合学科(６) 
定時制  普通科 (１) 
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旧第２通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第２通学区の公立高校へ進学 830 人 69 ％ 

 上記以外の高校へ進学 369 人 31 ％ 

 ・旧第３通学区の公立高校へ進学 176 人 --- 

 ・旧第１通学区の公立高校へ進学 63 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 105 人 --- 

 ・その他（県外含む） 25 人 --- 

 

旧第２通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第２通学区の中学校から入学 830 人 68 ％ 

 上記以外の中学校から入学 396 人 32 ％ 

 ・旧第３通学区の中学校から入学 362 人 --- 

 ・旧第１通学区の中学校から入学 18 人 --- 

 ・その他（県外含む） 16 人 --- 

 

③ 再編計画の方向 

・隣接通学区への進学希望にも応えつつ、地域の子どもを地域で育てる観点も大

切にしながら、地域の中学生の期待に応える学びの場を整備していく必要があ

る。 

・この地区の今後の急激な少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域の

高校の将来像を考えていく必要がある。 

・これらの観点を踏まえると、中野市と須坂市に適正数を考慮しながら規模の大

きさを活かした都市部存立普通校を配置していくことが考えられる。 
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(3) 旧第３通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 4,564 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 2,793 人まで減少し、学校規模の適正化が必要な状況にあった。特

に、長野市周辺の地域高校３校の募集学級数は、北部高校が３学級、中条高校と

犀峡高校がそれぞれ２学級となっていた。 

・長野市内の県立６校は、募集定員を大きく上回る志願者があったことから、１学

年８学級を上限として学校規模を確保していくことが適切であるとしていた。 

・これらの状況を考慮して、全校生徒数が 160 人を下回っている２学級募集の高校

については、地域の教育機会を保障するという観点から、地域キャンパス（分校）

として地域に学びの拠点を置くことが適当であるとしていた。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり２件の地域キャンパス化を実施した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2009 年 

（平成 21 年） 

 

2011 年 

（平成 23 年） 

 

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中 条（普通科）  長野西高校中条校（普通科） 

犀 峡（普通科）  篠ノ井高校犀峡校（普通科） 

北 部 
普通科(３) 

市立長野 
総合学科(４) 

長野吉田 
普通科(７) 

長 野 
普通科 (７) 
定時制  普通科(１) 

長野東 
普通科(６) 

長野西 
普通科 (５) 
国際教養科 (１) 
通信制  普通科（300 人） 

長野商業 
商業科(６) 
定時制  普通科(１) 

長野工業 
工業科(７) 

定時制  工業科(２) 

篠ノ井 犀峡校 
普通科(１) 

長野西 中条校 
普通科(１) 

長野吉田 戸隠分校 
定時制  普通科(１ ) 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  2,686 人  2,266 人  1,991 人 

2017 年に対する比率   100 %    84 %    74 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 74％まで減少する見込みである。 

・隣接通学区との間の流出入は、旧第２、第４通学区との間で、流出・流入とも

に 500 人を超える規模となっており、相互に与える影響が大きい状況にある。 

・長野市内の私立高校を中心に県内私立高校へ 590 人程度が進学している。 

・この通学区の工業高校と商業高校は、全県の工業・商業教育の拠点としての

役割を担っている。 

・長野市に募集定員 240～280 人の都市部存立普通校が４校配置されているが、現

状の配置のまま推移すると、少子化の進行により学校規模が縮小し、都市部存

立普通校として十分な規模が確保できなくなることが考えられる。 

・隣接通学区との間の流出入が多い状況が続いていることから、隣接通学区の高

校のあり方に与える影響も考慮しながら、この地域の高校の将来像を検討する

必要がある。 

 

旧第３通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第３通学区の公立高校へ進学 1,289 人 51 ％ 

 上記以外の高校へ進学 1,242 人 49 ％ 

 ・旧第２通学区の公立高校へ進学 362 人 --- 

 ・旧第４通学区の公立高校へ進学 225 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 586 人 --- 

 ・その他（県外含む） 69 人 --- 

 

旧第３通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第３通学区の中学校から入学 1,289 人 67 ％ 

 上記以外の中学校から入学 639 人 33 ％ 

 ・旧第４通学区の中学校から入学 384 人 --- 

 ・旧第２通学区の中学校から入学 176 人 --- 

 ・その他（県外含む） 79 人 --- 
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③ 再編計画の方向 

・都市部存立普通校、都市部存立専門校、中山間地存立校及び地域キャンパスと

いう多様な高校が存立する中で、地域の中学生の期待に応える学びの場を整備

していく必要がある。 

・この地区の今後の少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域の高校の

将来像を考えていく必要がある。 

・隣接通学区との間の流出入が多いことから、隣接通学区に与える影響を考慮し

て検討を進める必要がある。 

・これらの観点を踏まえると、長野市に適正数を考慮しながら規模の大きさを

活かした都市部存立普通校を配置するとともに、学びの場の保障の観点も

踏まえながら中山間地存立校及び地域キャンパスを配置していくことが考

えられる。 

・専門高校２校については、全県の拠点としての役割を踏まえ、一定規模の

確保が必要であると考えられる。 
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長野南 
普通科(５) 

 

坂 城 
普通科(４) 

篠ノ井 
普通科(６) 

定時制普通科(１) 

 

 

松 代 
普通科(２) 

商業科(３) 

 

屋代南 
普通科(２) 

家庭科(１) 

長野市 

屋 代 
普通科(６) 

理数科(１) 

更級農業 
農業科(４) 

普通科(５) 

 

(4) 旧第４通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 3,369 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 2,070 人まで減少しており、地域全体としては、７学級募集の高校

も２校あったが、他の５校は４～５学級規模となっており、全体的に学校規模の

縮小が進んでいる状況にあった。 

・この通学区の中学から毎年８学級程度の中学生が旧第３通学区の公立高校へ入学

し、旧第３通学区の中学からも５学級程度がこの地区の公立高校に入学していた。 

・これらの状況を考慮して、旧第２通学区での再編計画や旧第３通学区の長野市内

校の学校規模の状況を見ながら、併行して高校再編を検討する必要があるとし、

その際には、専門学科を含む再編統合や新しいタイプの学校づくり等の魅力ある

高校づくりを検討していくとしていた。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり併設型中高一貫校を設置した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2012 年 

（平成 24 年） 

 

（東北信の併設型中高一貫校） 
 

              ＋  

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

屋代（普通科・理数科） 屋代高校附属中学校 

篠ノ井 
普通科(６) 
定時制  普通科(１ ) 

更級農業 
農業科(４) 

長野南 
普通科(５) 

長野南 
普 通 科

(５) 

 

松 代 
普通科(２) 
商業科(３) 

 

屋 代 
普通科(６) 
理数科(１) 

 屋代南 
普通科(２) 
家庭科(１) 

 

坂 城 
普通科(４) 

長野南 
普 通 科

(５) 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  1,990 人  1,700 人  1,542 人 

2017 年に対する比率   100 %    85 %    77 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 77％まで減少する見込みである。 

・隣接通学区との間の流出入は、この通学区の中学から旧第３通学区の公立高校

へ 380 人程度が進学し、一方、旧第３通学区の中学からこの通学区の公立高校

に 230 人程度が入学しており、流出入が多い状況にある。 

・長野市内の私立高校を中心に県内私立高校へ 320 人程度が進学している。 

・長野市南部と千曲市に募集定員 120 人～280 人の都市部存立普通校が４校配置

されているが、現状の配置のまま推移すると、少子化の進行により学校規模が

縮小し、都市部存立普通校として十分な規模が確保できなくなることが考えら

れる。 

・農業、商業、家庭の各専門学科が分散して配置されており、今後の少子化の進

行の中で、これらの学科の一層の小規模化が危惧される。 

・隣接通学区との間の流出入が多い状況が続いていることから、隣接通学区の高

校のあり方や少子化の状況も視野に入れて、この地域の高校の将来像を検討す

る必要がある。 

 

旧第４通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第４通学区の公立高校へ進学 1,014 人 53 ％ 

 上記以外の高校へ進学 895 人 47 ％ 

 ・旧第３通学区の公立高校へ進学 384 人 --- 

 ・旧第５通学区の公立高校へ進学 145 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 316 人 --- 

 ・その他（県外含む） 50 人 --- 

 

旧第４通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第４通学区の中学校から入学 1,014 人 77 ％ 

 上記以外の中学校から入学 311 人 23 ％ 

 ・旧第３通学区の中学校から入学 225 人 --- 

 ・旧第５通学区の中学校から入学 60 人 --- 

 ・その他（県外含む） 26 人 --- 
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③ 再編計画の方向 

・隣接通学区への進学希望にも応えつつ、地域の子どもを地域で育てる観点も大

切にしながら、地域の中学生の期待に応える学びの場を整備していく必要があ

る。 

・この地区の今後の少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域の高校の

将来像を考えていく必要がある。 

・「第１期長野県高等学校再編計画」検討時も専門学科の再編統合が懸案となって

いたが、専門学科の小規模化が想定される中で、専門教育の活力を維持充実さ

せていく必要がある。 

・これらの観点を踏まえると、長野市南部と千曲市に適正数を考慮しながら規

模の大きさを活かした都市部存立普通校を配置するとともに、学びの場の

保障の観点も踏まえながら中山間地存立校を配置していくことが考えられ

る。 

・また、総合技術高校の設置等により専門教育の維持充実を検討していくこ

とが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

36 

 

(5) 旧第５通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 3,262 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 2,038 人まで減少したが、この通学区は生徒急増期に高校の新設が

なく学校が過大規模化していたので、その後の少子化により、各校が適正な規模

になってきたところにあった。 

・「第１期長野県高等学校再編計画」の公表時には、既に丸子修学館高校が総合学科

高校に転換していた。 

・これらの状況を考慮して、当面、現状の学校数を維持することが適切であるとし

た。 

・また、定時制の志願者数の多い高校があることや義務教育関係者からの要望など

を考えると、多部制・単位制高校をこの地区に設置することが適切であるとした。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 
 

次のとおり総合学科及び多部制・単位制を設置した。 
 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2007 年 

（平成 19 年） 

 

2011 年 

（平成 23 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丸子実業 
 

普通科・農業科 

工業科・商業科 

家庭科 

丸子修学館 
 

（総合学科） 

東御清翔 
 

全日制 

普通科 

東御清翔 
 

多部制・単位制 

普通科 
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その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  1,938 人  1,629 人  1,474 人 

2017 年に対する比率   100 %    84 %    76 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 76％まで減少する見込みである。 

・隣接する旧第４、第６通学区との間で、90 人程度の流入超過となっている。 

・東信地区の私立高校を中心に県内私立高校へ 280 人程度が進学している。 

・上田市に募集定員 320 人の規模の大きな都市部存立普通校が３校配置されてい

る。同様に、都市部存立専門校も中山間地存立校も現段階では十分な規模を有

している。 

・東御清翔高校には夜間部がなく、多部制・単位制高校として変則的な形態とな

っている。 
 
 

上田染谷丘 
普通科 (７) 
国際教養科 (１) 

 上 田 
普通科 (８) 
定時制  普通科(１) 

 上田東 
普通科(８) 

 

東御清翔 
多部制・単位制 

午前部・午後部  普通科(３) 

 
丸子修学館 
総合学科(６) 

 

上田千曲 
工業科(４) 

商業科(１) 
家庭科（２） 
定時制  工業科（１） 
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旧第５通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第５通学区の公立高校へ進学 1,172 人 70 ％ 

 上記以外の高校へ進学 500 人 30 ％ 

 ・旧第６通学区の公立高校へ進学 138 人 --- 

 ・旧第４通学区の公立高校へ進学 60 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 276 人 --- 

 ・その他（県外含む） 26 人 --- 

 

旧第５通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第５通学区の中学校から入学 1,172 人 80 ％ 

 上記以外の中学校から入学 302 人 20 ％ 

 ・旧第４通学区の中学校から入学 145 人 --- 

 ・旧第６通学区の中学校から入学 144 人 --- 

 ・その他（県外含む） 13 人 --- 

 

③ 再編計画の方向 

・この地区の学校規模の縮小を見据えて地域全体の高校の将来像について検討を

進め、地域の合意形成を図っていく必要がある。 

・今後の少子化の進行の中で、各校の縮小化が進むが、当面の間、現状の配置を

維持していくことも考えられる。 

・東御清翔高校への夜間部設置の必要性、既存２校の定時制との関係等、こ

の地区の定時制教育のあり方について検討していくことが考えられる。 
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(6) 旧第６通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 3,114 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20年）には 2,375人まで減少し、高校再編の必要性が極めて高い状況にあった。

この地区の特徴は、様々な学科をもち、大小様々な規模の高校が広い範囲にある

ことであった。その後の減少率が他地区に比べて高く、生徒数のわりに学校数が

多いことから、少子化の進行の影響が懸念されていた。 

・このような状況を考慮して、佐久市街地の５校を４校とし、専門学科を含む再編

統合や普通科と専門学科の適正配置により新たな魅力ある高校の配置を検討した。 
 

※ なお、「第１期長野県高等学校再編計画」の策定後、2017 年（平成 29 年）に望

月高校が“１学年２学級規模の定員に満たない学校の再編基準”に該当し、2018

年（平成 30 年）８月の教育委員会定例会において、同校を 2021 年３月 31 日をも

って廃止することを決定した。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 
 

次のとおり再編統合を実施した。 
 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2015 年 

（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北佐久農業 
 

（農業科）  

臼 田 
 

（創造実践科） 

佐久平総合技術 
  

＜浅間キャンパス＞ 

（農業科・工業科） 
  

＜臼田キャンパス＞ 

（創造実践科） 

岩村田 
 

（工業科）  
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その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
  

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  2,047 人  1,736 人  1,476 人 

2017 年に対する比率   100 %    85 %    72 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 72％まで減少する見込みである。 

・隣接通学区との間の流出入は、旧第５通学区との間で、流出・流入ともに 140

人程度である。 

・東信地区の私立高校を中心に県内私立高校へ 260 人程度が進学している。 

・この通学区は生徒数に対して学校数が多く、それぞれの学校の小規模化が進ん

でいる。特に、佐久市に配置されている都市部存立普通校３校は、すべて募集

定員が 200 人となっており、現状の配置のまま推移すると、今後の少子化の進

行により都市部存立普通校として十分な規模が確保できなくなることが考え

られる。また、小諸市には募集定員 240 人の都市部存立普通校と募集定員 160

人の都市部存立専門校がそれぞれ１校ずつ配置されているが、今後同様の状況

が想定される。 

蓼 科 
普通科(３) 

 

望 月 
普通科(２ ) 

 

小諸商業 
商業科(４) 
定時制  商業科(１) 

 

小 諸 
普通科(５) 

音楽科(１) 

 

軽井沢 
普通科(３ ) 

 
佐久平総合技術 

（浅間キャンパス）  

農業科(３) 
工業科(２) 

 岩村田 
普通科(５) 

 野沢北 
普通科(４) 
理数科(１) 

 野沢南 
普通科(５) 
定時制  普通科 (１) 

 佐久平総合技術 

（臼田キャンパス）  

創造実践科(２ ) 

 

小 海 
普通科(３) 
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旧第６通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第６通学区の公立高校へ進学 1,466 人 76 ％ 

 上記以外の高校へ進学 471 人 24 ％ 

 ・旧第５通学区の公立高校へ進学 144 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 262 人 --- 

 ・その他（県外含む） 65 人 --- 

 

旧第６通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第６通学区の中学校から入学 1,466 人 89 ％ 

 上記以外の中学校から入学 175 人 11 ％ 

 ・旧第５通学区の中学校から入学 138 人 --- 

 ・その他（県外含む） 37 人 --- 

 

③ 再編計画の方向 

・学校数が多く、全体の学校規模が縮小化している中で、地域の中学生の期待に

応える学びの場を整備していく必要がある。 

・この地区の今後の少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域の高校の

将来像を考えていく必要がある。 

・これらの観点を踏まえると、小諸市と佐久市に適正数を考慮しながら規模の大

きさを活かした都市部存立校を配置するとともに、学びの場の保障の観点も

踏まえながら中山間地存立校を配置していくことが考えられる。 
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(7) 旧第７通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 3,531 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 1,854 人まで減少しており、減少が著しい通学区の一つであった。

既に学校規模が縮小化しており、諏訪清陵高校の６学級募集を最大として他の８

校は３～５学級募集となっており、特に都市部では適正規模とはいえない状況で

あった。 

・この通学区の公立高校には、旧第８、第 11 通学区から毎年６学級程度の入学者が

あり、地区全体として数字的には流入超過になっていたが、大学進学を目的に山

梨県の中高一貫校や旧第 11 通学区の公立高校へ進学するなど流出が増加してい

る状況にあった。 

・これらの状況を考慮して、この地区の課題を解決する新しいタイプの学校の導入

や学校の適正規模を検討し、早期に再編を進める必要があるとしていた。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり併設型中高一貫校を設置した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2014 年 

（平成 26 年） 

 
（中南信の併設型中高一貫校） 

 

            ＋  

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諏訪清陵（普通科） 諏訪清陵高校附属中学校 

岡谷工業 
工業科(５) 

 

岡谷南 
普通科(５) 

 

下諏訪向陽 
普通科(５) 

 
諏訪二葉 
普通科(６) 

 諏訪清陵 
普通科(６) 

 

富士見 
普通科 (２) 

農業科 (１) 

茅 野 
普通科(３) 

 

諏訪実業 
商業科(４) 

家庭科(１) 
定時制  普通科(１ ) 

岡谷東 
普通科(４) 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  1,912 人  1,642 人  1,462 人 

2017 年に対する比率   100 %    86 %    76 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 76％まで減少する見込みである。 

・隣接する旧第８、第 11 通学区との間で、170 人程度の流入超過となっている。 

・県外への流出が多く、山梨県を中心に県外へ 90 人程度が流出している。 

・中南信地区の私立高校を中心に県内私立高校へ 250 人程度が進学している。 

・諏訪市、下諏訪町、岡谷市に募集定員 160 人～240 人の都市部存立普通校が５

校配置されているが、現状の配置のまま推移すると、少子化の進行により学校

規模が縮小し、都市部存立普通校として十分な規模が確保できなくなることが

考えられる。 

・農業、工業、商業、家庭の各専門学科が分散しており、今後の少子化の進行の

中で、学科の一層の小規模化が危惧される状況にある。 

 

旧第７通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第７通学区の公立高校へ進学 1,378 人 77 ％ 

 上記以外の高校へ進学 420 人 23 ％ 

 ・旧第 11 通学区の公立高校へ進学 45 人 --- 

 ・旧第８通学区の公立高校へ進学 23 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 250 人 --- 

 ・その他（県外含む） 102 人 --- 
 

旧第７通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第７通学区の中学校から入学 1,378 人 85 ％ 

 上記以外の中学校から入学 250 人 15 ％ 

 ・旧第 11 通学区の中学校から入学 133 人 --- 

 ・旧第８通学区の中学校から入学 109 人 --- 

 ・その他（県外含む） 8 人 --- 
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③ 再編計画の方向 

・隣接県への流出が多い中で、地域の子どもを地域で育てる観点を大切にしなが

ら、地域の中学生の期待に応える学びの場を整備していく必要がある。 

・この地区の今後の少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域の高校の

将来像を考えていく必要がある。 

・専門学科の小規模化が想定される中で、専門教育の活力を維持充実していく必

要がある。 

・これらの観点を踏まえると、都市部に適正数を考慮しながら規模の大きさを活

かした都市部存立校を配置するとともに、学びの場の保障の観点も踏まえ

ながら中山間地存立校を配置していくことが考えられる。 

・その際、総合技術高校の設置等により専門教育の維持充実を検討していく

ことが考えられる。 
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(8) 旧第８通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 3,001 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 1,998 人まで減少し、学校規模が縮小化していたが、地域高校以外

の普通科をもつ高校がほぼ適正規模を確保していること、農業高校と工業高校が

１校ずつ配置されていることから、当面、現状の学校数を維持することが適当で

あるとしていた。 

・「第１期長野県高等学校再編計画」の公表時には、既に箕輪工業高校と上伊那農業

高校定時制が統合し、箕輪進修高校が開校していた。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり再編統合を行い多部制・単位制を設置した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2008 年 

（平成 20 年） 

 

 

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箕輪進修 
 

多部制・単位制 

普通科・工業科 

上伊那農業（定時制：普通科） 

箕輪工業 

全日制：普通科・工業科 

定時制：工業科 

 

辰 野 
普通科(３ ) 

商業科(１ ) 

箕輪進修 
多部制･単位制  

Ⅰ部･Ⅱ部  普通科(２) 
Ⅰ部  工業科(１)  
Ⅲ部  普通科(１) 

上伊那農業 
農業科(４) 

 
伊那北 
普通科(５) 

理数科(１) 

伊那弥生ヶ丘 
普通科(６) 

 
高 遠 
普通科(３) 

 赤 穂 
普通科(４) 
商業科(２) 

定時制  普通科 (１) 

駒ヶ根工業 
工業科(３) 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  1,856 人  1,722 人  1,494 人 

2017 年に対する比率   100 %    93 %    80 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 80％まで減少する見込みである。 

・隣接する旧第７、第９通学区との間で、110 人程度の流出超過となっている。 

・南信地区の私立高校を中心に県内私立高校へ 270 人程度が進学している。 

・伊那市と駒ヶ根市に募集定員 240 人の都市部存立普通校が３校配置されている

が、現状の配置のまま推移すると、少子化の進行により学校規模が縮小し、都

市部存立普通校として十分な規模が確保できなくなることが考えられる。 

・農業、工業、商業の各専門学科が分散しており、今後の少子化の進行の中で、

学科の一層の小規模化が危惧される状況にある。 

 

旧第８通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第８通学区の公立高校へ進学 1,197 人 72 ％ 

 上記以外の高校へ進学 463 人 28 ％ 

 ・旧第７通学区の公立高校へ進学 109 人 --- 

 ・旧第９通学区の公立高校へ進学 49 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 265 人 --- 

 ・その他（県外含む） 40 人 --- 

 

旧第８通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第８通学区の中学校から入学 1,197 人 95 ％ 

 上記以外の中学校から入学 67 人 5 ％ 

 ・旧第７通学区の中学校から入学 23 人 --- 

 ・旧第９通学区の中学校から入学 23 人 --- 

 ・その他（県外含む） 21 人 --- 
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③ 再編計画の方向 

・隣接通学区への進学希望にも応えつつ、地域の子どもを地域で育てる観点も大

切にしながら、地域の中学生の期待に応える学びの場を整備していく必要があ

る。 

・この地区の今後の少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域の高校の

将来像を考えていく必要がある。 

・専門学科の小規模化が想定される中で、専門教育の活力を維持充実させていく

必要がある。 

・これらの観点を踏まえると、伊那市と駒ケ根市に適正数を考慮しながら規模の

大きさを活かした都市部存立校を配置するとともに、学びの場の保障の観

点も踏まえながら中山間地存立校を配置していくことが考えられる。 

・その際、総合技術高校の設置等により専門教育の維持充実を検討していく

ことが考えられる。 
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(9) 旧第９通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 2,830 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 1,852 人まで減少していた。特に、この通学区の学校規模の縮小化

は、飯田市内の専門高校が４～５学級募集になっていたことと、周辺の地域高校

が小規模化してきたことに現れていた。 

・将来の少子化を見通して、南信州広域連合の提案により飯田工業高校と飯田長姫

高校の統合計画を進めていた。この計画は異なる学科を有する専門高校を統合し、

新たなものづくりの拠点校として地域の産業を支える人材の育成を目指すもので

あった。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり再編統合を実施した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2013 年 

（平成 25 年） 

 

 

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飯田工業 

全日制：工業科 

定時制：工業科 

 
飯田長姫 

全日制：工業科・商業科 

定時制：普通科 

飯田ＯＩＤＥ長姫 

全日制：工業科 

商業科 

定時制：普通科 

工業科 

松 川 
普通科(４) 

 

飯田風越 
普通科 (５) 
国際教養科 (１) 

飯 田 
普通科 (６) 
理数科 (１) 

飯田ＯＩＤＥ長姫 
工業科(５ ) 商業科(２) 
定時制  普通科(１) 
    工業科(１) 

下伊那農業 
農業科(４) 

 
阿 智 
普通科(３) 

 

阿 南 
普通科(３) 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  1,715 人  1,389 人  1,217 人 

2017 年に対する比率   100 %    81 %    71 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 71％まで減少する見込みである。 

・南信地区の私立高校を中心に県内私立高校へ 250 人程度が進学している。 

・都市部存立普通校、都市部存立専門校、中山間地存立校が配置されており、現

段階では概ね適正な規模を有しているが、将来的には学校規模の縮小が想定さ

れる。 

・南信地区の多部制・単位制高校として箕輪進修高校が配置されているが、地理

的にこの地区からの通学が困難であり、検討が必要な状況にある。 
 

旧第９通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第９通学区の公立高校へ進学 1,286 人 80 ％ 

 上記以外の高校へ進学 325 人 20 ％ 

 ・旧第８通学区の公立高校へ進学 23 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 254 人 --- 

 ・その他（県外含む） 48 人 --- 

 

旧第９通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第９通学区の中学校から入学 1,286 人 96 ％ 

 上記以外の中学校から入学 54 人 4 ％ 

 ・旧第８通学区の中学校から入学 49 人 --- 

 ・その他（県外含む） 5 人 --- 

 

③ 再編計画の方向 

・今後の少子化の進行の中で、この地区の学校規模の縮小を見据えた地域全体

の高校の将来像について検討を進め、地域の合意形成を図っていく必要がある。 

・定時制を単位制へ移行する等、多部制・単位制の機能を補完する仕組みを検討

していくことが考えられる。 
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(10) 旧第 10 通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 663 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 323 人まで減少し、学校規模の適正化が必要な状況にあった。 

・蘇南高校は、普通、工業、商業の３学科が各１学級募集となっていた。その後の

生徒数の見通しから、２学級募集としていくことはやむを得ないと考えられたが、

これまでの専門学科の特色を残し、地元の生徒の学習や進路に対する希望に応え

る必要があった。 

・こうしたことから、蘇南高校においては、地域の要望を踏まえ、現在の学科の学

習環境を残しながら、入学後の生徒の希望に応じて授業が選べるように、普通、

工業、商業の系列をもった地域型の総合学科を設置し、地域の高校教育を担う学

校づくりを進めるとした。 

・「第１期長野県高等学校再編計画」の公表時には、既に木曽高校と木曽山林高校を

統合し、木曽青峰高校が開校していた。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり再編統合等を実施した。 
 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2007 年 

（平成 19 年） 

 

 

2009 年 

（平成 21 年） 

 

 

 

 

 

 

木 曽 

全日制：普通科・理数科 

定時制：普通科 

木曽山林 
 

（農業科・工業科） 

蘇 南 
 

普通科 

工業科 

商業科 

蘇 南 
 

（総合学科） 

木曽青峰 
 

全日制：普通科・農業科 

工業科・理数科 
 
定時制：普通科 
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その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
  

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  210 人 200 人  155 人 

2017 年に対する比率 100 %  95 %  74 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 74％まで減少する見込みである。 

・地域からは普通科の募集定員拡大の要望が強くある。また、林業が地域の重要

な産業であり、これに関係する専門学科の充実も望まれる。 

・この地区から隣接する岐阜県の高校へ 10 人弱が進学し、一方、岐阜県の中学か

ら 15 人程度がこの地区の公立高校に入学している。 

 

 

 

 

 

 

 

木曽青峰 
普通科(１) 
理数科(１) 

農業科(１) 
工業科(１) 
定時制  普通科(１ ) 

蘇 南 
総合学科(２) 
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旧第 10 通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第 10 通学区の公立高校へ進学 179 人 83 ％ 

 上記以外の高校へ進学 36 人 17 ％ 

 ・旧第 11 通学区の公立高校へ進学 14 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 11 人 --- 

 ・その他（県外含む） 11 人 --- 

 

旧第 10 通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第 10 通学区の中学校から入学 179 人 84 ％ 

 上記以外の中学校から入学 33 人 16 ％ 

 ・旧第 11 通学区の中学校から入学 11 人 --- 

 ・その他（県外含む） 22 人 --- 

 

 

③ 再編計画の方向 

・この地区の今後の少子化の進行を考えると、学校規模の縮小を見据えた地域全

体の高校の将来像について検討を進め、中学生の期待に応える学びの場を確保

していく観点から、地域の合意形成を図っていく必要がある。 

・木曽青峰高校は募集定員 160 人で、普通科、理数科、森林環境科及びインテリ

ア科が各１学級となっており、また、蘇南高校は募集定員 80 人で、総合学科

２学級となっている。少子化が進行する中、どのような学びの場を構成してい

くか慎重な検討が必要である。 

・これらの観点を踏まえ、普通科と専門学科のバランスを考慮しながら、地域と

密着した学びを強みとする中山間地存立校を配置していくことが考えられる。 
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(11) 旧第 11 通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 6,316 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 4,131 人まで減少していた。 

・「第１期長野県高等学校再編計画」の公表時には、既に松本筑摩高校と松本工業高

校定時制の統合が行われていた。 

・学校規模は、松本市内の普通科４校が７～８学級募集、周辺市町村の普通科４校

は４～６学級、専門学科３校は３～５学級、総合学科は６学級となっており、地

域、学校、学科等の多様性を活かした規模と配置になっていた。 

・これらの状況から、当面は現在の学校数を維持し、社会の変化や生徒のニーズに

対応した各校の魅力づくりを推進するとした。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり再編統合を行い多部制・単位制を設置した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2007 年 

（平成 19 年） 

 

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松本筑摩 

多部制・単位制 

通信制 

普 通 科 松本工業（定時制：工業科） 

松本筑摩  

（全日制・定時制・通信制：普通科） 

南安曇農業 
農業科(３) 

 

豊 科 
普通科(６) 

 

穂高商業 
商業科(４) 

 

明 科 
普通科(４) 

 松本深志 
普通科(８) 

 松本美須々ケ丘 
普通科(７) 

 松本県ケ丘 
普通科(７) 
英語科(１) 

松本工業 
工業科(５) 

 松本蟻ケ崎 
普通科(８) 

 松本筑摩 
多部制･単位制 
午前部･午後部  普通科 (３) 
夜間部  普通科(１) 

通信制  普通科（300 人） 

梓 川 
普通科(４) 

 

田 川 
普通科(６) 

 塩尻志学館 
総合学科(６) 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  4,226 人  3,636 人  3,376 人 

2017 年に対する比率   100 %    86 %    80 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 80％まで減少する見込みである。 

・隣接通学区との間の流出入は、旧第７通学区への流出及び旧第 12 通学区との間

の流出入が多い状況にある。 

・中信地区の私立高校を中心に県内私立高校へ 990 人程度が進学している。 

・この通学区の私立高校は特色化が進んでおり、今後、私立高校への進学者が一

層増加することも考えられる。 

・松本市、塩尻市、安曇野市に募集定員 240 人～320 人の都市部存立普通校が７

校配置されており、現状の配置のまま推移すると、少子化の進行により学校規

模が縮小し、都市部存立普通校として十分な規模が確保できなくなることが考

えられる。 

・安曇野・大北地域に農業、工業、商業の各専門学科が分散して配置されており、

今後の少子化の進行の中で、これらの学科の一層の小規模化が危惧される。 

・隣接通学区との間で流出入が多い状況が続いていることから、隣接通学区の高

校のあり方や少子化の状況も視野に入れて、この地域の高校の将来像を検討す

る必要がある。 

 

旧第 11 通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第 11 通学区の公立高校へ進学 2,520 人 64 ％ 

 上記以外の高校へ進学 1,387 人 36 ％ 

 ・旧第７通学区の公立高校へ進学 133 人 --- 

 ・旧第 12 通学区の公立高校へ進学 128 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 990 人 --- 

 ・その他（県外含む） 136 人 --- 
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旧第 11 通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第 11 通学区の中学校から入学 2,520 人 91 ％ 

 上記以外の中学校から入学 255 人 9 ％ 

 ・旧第７通学区の中学校から入学 45 人 --- 

 ・旧第 12 通学区の中学校から入学 172 人 --- 

 ・その他（県外含む） 38 人 --- 

 

③ 再編計画の方向 

・学校数が県内で最も多く、校種も多様である。また、私立高校も多い。これら

を活かし、今後、少子化が進行する中で、地域の中学生の期待に応える学びの

場を整備していく必要がある。 

・この地区の今後の少子化の進行を考えると、再編の実施を前提に地域の高校の

将来像を考えていく必要がある。 

・専門学科の小規模化が想定される中で、専門教育の活力を維持充実させていく

必要がある。 

・これらの観点を踏まえると、通学区内の私立高校との関連も視野に入れつつ、

松本市、塩尻市及び安曇野市に適正数を考慮しながら規模の大きさを活かし

た都市部存立普通校を配置するとともに、学びの場の保障の観点も踏まえ

ながら中山間地存立校を配置していくことが考えられる。 

・また、専門学科については、総合技術高校の設置等、活力ある専門教育の学び

の場を配置していくために、旧第 12 通学区の専門高校の将来像の検討と併

せて、広域的・多角的に検討していくことが考えられる。 
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(12) 旧第 12 通学区 

  ア 「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況 

・1990 年（平成２年）のピーク時に 1,045 人であった中学校卒業者数が、2008 年（平

成 20 年）には 637 人まで減少した。2016 年（平成 28 年）には、４校のままでは

１校あたりの平均学級数が１学年２～３学級程度になることが予想されたことか

ら、再編により適正規模を確保する必要があった。 

・この状況を考慮して、普通科のある３校については、2016 年（平成 28 年）頃を

目途に３校のうち２校を再編統合することが適切であるとした。 
 

※ なお、「第１期長野県高等学校再編計画」の策定後、2014 年（平成 26 年）に白

馬高校が“１学年２学級規模の定員に満たない学校の再編基準”に該当したが、

観光人材の必要性という県の施策と合致したこと、地元から学校教育を一層充実

させるための支援策が提案されたこと、地元と県教育委員会の連携による地方創

生のモデルとして新しい学校運営が期待できること等により、生徒を全国募集す

る国際観光科の設置を含めた新たな学校づくりを進めるとした。 

 

イ 「第１期長野県高等学校再編計画」における再編統合等の状況 

次のとおり再編統合を実施した。 

実施年度 再 編 統 合 等 の 状 況 

2016 年 

（平成 28 年） 

 

 

 

その結果、2017 年度の高校配置は次のようになっている。 
  

（カッコ内は 2017 年度の募集学級数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

白 馬 
普通科(１) 

国際観光科(１) 

大町岳陽 
普通科(４) 
学究科(２) 

池田工業 
工業科(３) 
定時制  普通科(１) 

大 町（普通科・理数科） 

大町北（普通科） 

大町岳陽 

（普通科・学究科） 
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ウ 第２期再編計画の策定に向けて                 
 

① 中学校卒業者数の予測 

高校入学年 2017 年 2025 年 2030 年 

中学校卒業者数  564 人  407 人  387 人 

2017 年に対する比率 100 %  72 %  69 % 

 

   ② 現況・課題 

・中学校卒業者数が 2030 年には 2017 年の 69％まで減少する見込みであり、県全

体の減少率 75％と比較しても減少が著しい状況にある。 

・隣接通学区との間では、この通学区の中学から旧第 11 通学区の公立高校へ 170

人程度が流出し、一方、旧第 11 通学区の中学からこの通学区の公立高校に 130

人程度が流入しており、流出入が多い状況にある。特に、池田工業高校は、入

学者の約半数が旧第 11 通学区の中学校から入学している。逆に、普通科は、

この地区から旧第 11 通学区の公立高校に 100 人程度が流出している。 

・中信地区の私立高校を中心に県内私立高校へ 50 人程度が進学している。 

・隣接通学区との間の流出入が多い状況が続いていることから、隣接通学区の高

校のあり方や少子化の状況も視野に入れて、この地域の高校の将来像を検討す

る必要がある。 

 

旧第 12 通学区の中学校卒業者の高校進学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第 12 通学区の公立高校へ進学 283 人 53 ％ 

 上記以外の高校へ進学 249 人 47 ％ 

 ・旧第 11 通学区の公立高校へ進学 172 人 --- 

 ・県内私立高校へ進学 47 人 --- 

 ・その他（県外含む） 30 人 --- 

 

旧第 12 通学区の高校への入学状況 

内    訳 人 数 割 合 

 旧第 12 通学区の中学校から入学 283 人 66 ％ 

 上記以外の中学校から入学 144 人 34 ％ 

 ・旧第 11 通学区の中学校から入学 128 人 --- 

 ・その他（県外含む） 16 人 --- 
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③ 再編計画の方向 

・隣接通学区への進学希望にも応えつつ、地域の子どもを地域で育てる観点も大

切にしながら、地域の中学生の期待に応える学びの場を整備していく必要があ

る。 

・この地区の今後の急激な少子化の進行を考えると、学校規模の縮小化を見据え

た地域全体の高校の将来像について検討を進め、地域の合意形成を図っていく

必要がある。 

・これまでに、学究科・国際観光科等の特色ある学びの場を整備しており、普

通科とともにこれらの充実を図っていく必要がある。 

・また、専門学科については、総合技術高校の設置等、活力ある専門教育の学び

の場を配置していくために、旧第 11 通学区の専門高校の将来像の検討と併

せて、広域的・多角的に検討していくことが考えられる。 
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※ この項（旧 12 通学区ごとの再編計画の方向性）の記述についての留意点 

 

「ア 『第１期長野県高等学校再編計画』検討時の状況」について 

・「第１期長野県高等学校再編計画」検討時の状況を、「長野県高等学校再編計

画の骨子（2008 年（平成 20 年）９月）」の記載内容等を踏まえて示している。 
 

「イ 『第１期長野県高等学校再編計画』における再編統合等の状況」について 

・「第１期長野県高等学校再編計画」において実施した再編統合等と、その後の

高校配置（2017 年度（平成 29 年度）現在）を示している。 
 

「ウ 第２期再編計画の策定に向けて」について 

・「中学校卒業者数の予測」は、今回の検討を行った 2017 年、第２期再編計画

完了の目標としている 2030 年及びそのほぼ中間の 2025 年の状況を示してい

る。 

・「現況・課題」と「再編計画の方向」の文中に記載している募集定員、流出入

の生徒数及び私立高校への進学者数等は、全日制の人数であり、定時制、通

信制の人数は含まれていない。 

・「中学校卒業者の高校進学状況」及び「高校への入学状況」は、2015 年度～2017

年度（平成 27 年度～平成 29 年度）の３年間の平均値（全日制）を示してい

る。 

出典は「2017 年度学校基本調査（５月１日現在）」（2017 年、2025 年）、「2017

年度長野県人口異動調査（４月１日現在）」（2030 年）による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
「都市部存立校」と「中山間地存立校」について（方針５） 

 

通学区 
旧 12 
通学区 

都市部存立校 
中山間地存立校 

都市部存立普通校 都市部存立専門校 

１ 

１ 
  飯 山 

下高井農林 

２ 

中野立志館 
中野西 
須坂東 
須 坂 

須坂創成  

３ 

長野吉田 
長 野 
長野西 
長野東 

長野商業 
長野工業 

北 部 

４ 

長野南 
篠ノ井 
屋 代 
屋代南 

更級農業 
松 代 

坂 城 

２ 

５ 
上 田  
上田染谷丘 
上田東 

上田千曲 丸子修学館 

６ 

小 諸 
岩村田  
野沢北 
野沢南 

小諸商業 
佐久平総合技術 

蓼 科 
望 月 
軽井沢 
小 海 

３ 

７ 

諏訪清陵 
諏訪二葉 
下諏訪向陽 
岡谷東 
岡谷南 

諏訪実業 
岡谷工業 

富士見 
茅 野 

８ 
伊那北 
伊那弥生ヶ丘 
赤 穂 

上伊那農業 
駒ケ根工業 

辰 野 
高 遠 

９ 
飯 田 
飯田風越 

飯田ＯＩＤＥ長姫 
下伊那農業 

松 川 
阿 智 
阿 南 

４ 

10 
 

 
蘇 南 
木曽青峰 

11 

塩尻志学館 
田 川 
松本県ケ丘 
松本美須々ケ丘 
松本深志 
松本蟻ケ崎 
豊 科 

松本工業 
南安曇農業 
穂高商業 

梓 川 
明 科 

12 

 

 
池田工業 
大町岳陽 
白 馬 
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注） 「都市部存立校」と「中山間地存立校」の考え方は、全日制高等学校を対象としており、 

多部制・単位制及び定時制高等学校は含まれていない。 

別表１ 



別表２ 
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再編に関する基準等について（方針５） 

 

 「学びの改革 基本構想」で示した再編に関する基準等について、学級数による表記を生徒数に

よる表記に統一し、以下に整理する。 

 

 

１「都市部存立普通校」の基準について 

○募集定員 240人以上が望ましく、さらに規模の大きさを活かせる募集定員 320人規模の学校の設

置も目指す。 

○規模が縮小し、在籍生徒数が 520人以下の状態が２年連続した場合には、再編対象として、①他

校との統合（新たな高校をつくる）、②募集停止のいずれかの方策をとる。 

 

 

２「都市部存立専門校」の基準について 

○募集定員 120人以上が望ましい。 

○規模が縮小し、在籍生徒数が 280人以下の状態が２年連続した場合には、再編対象として、①他

校との統合（新たな高校をつくる）、②募集停止のいずれかの方策をとる。 

 

 

３「中山間地存立校」の基準について 

○募集定員 120人以上が望ましい。 

○在籍生徒数が 120人以下の状態、もしくは、在籍生徒数が 160人以下かつ卒業生の半数以上が当

該高校へ入学している中学校がない状態が２年連続した場合には、再編対象として、①他校との

統合（新たな高校をつくる）、②地域キャンパス化（分校化）、③「中山間地存立特定校」の指定、

④募集停止のいずれかの方策をとる。 

 

 

４「中山間地存立特定校」の基準について 

○地域との協働を「中山間地存立校」を適用した学校よりもさらに強化することにより、募集定員

40人でも単独で高校を存続させる道を探る。 

○次の条件をすべて満たす高校は「中山間地存立校」の基準に該当した場合であっても、その例外

として「中山間地存立特定校」としての指定を検討する。 

(ア) 県境に近い地域で、近隣の高校と著しく離れている。 

(イ) 教育機会の確保の観点から高校の存続の必要性が高いと判断できる。 

(ウ) 所在する市町村等、地域からの支援を得ながら、高校を単独で存続する体制を整備できる。 
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５「地域キャンパス」及び「中山間地存立特定校」がより小規模になった場合について 

○在籍生徒数が 60人以下の状態が２年連続した場合には、募集停止を検討する。ただし、卒業生

の半数以上が当該高校へ入学している中学校がある場合や、将来、入学者の増加が予測される場

合は慎重に扱う。なお、在籍生徒数は、地域キャンパス化から３年が経過、もしくは「中山間地

存立特定校」の指定から３年が経過した時点以降の生徒数とする。 

 

 

注１）ここに示した再編に関する基準については、全県の「再編・整備計画」が策定された後の 2021

年度から適用を開始する。 

なお、「２年連続した場合」の考え方は、以下のとおりとする。 

・2020 年度、2021 年度に２年連続して在籍生徒数が上記数値を下回る場合は、再編対象と

しない。 

・2021 年度、2022 年度に２年連続して在籍生徒数が上記数値を下回る場合は、再編対象と

する。以降２年連続して下回った場合は、再編対象とする。 

注２）在籍生徒数は、「学校基本調査」に基づく５月１日現在の数 



　

「３つの方針」 モデル校
入学者選抜
制度改革

2018年 ３月

2018年 ９月

2019年 ３月

2019年 ９月

2020年 ３月

2020年 ４月

2020年 ９月

2021年 ３月

2021年 ４月

2022年 ３月

2022年 ４月

2030年 ３月 再編・整備完了（目標）

時　 期 全 体 プ ロ セ ス
個　 別　 項　 目

「高校改革～夢に挑戦する学び～ 

実施方針（案）」公表  

「再編・整備計画」 確定 

「再編・整備計画 （一次分）」 策定 

「高校改革～夢に挑戦する学び～」のスケジュール 

モ
デ
ル
校
の
 
 

実
施
計
画
検
討
 

検討委員会 

   報告書 

指定候補校公表 

（一次） 

新学習指導要領施行          

 「大学入学共通テスト」 

開始          

   

制
度
設
計
・
新
制
度
の
周
知
・
新
た
な
入
学
者
選
抜
の
実
施

 

計
画
に
従
っ
て
研
究
や
実
践
を
実
施
 

モデル校公募開始 

(一次) 

「３つの方針」 

検討開始 
「高校改革～夢に挑戦する学び～ 

実施方針」策定  

フィードバックシステム 

運用開始           

再
編
に
よ
り
誕
生
す
る
新
た
な
学
校
は
、
「再
編
・整
備
計
画
」
策
定
後
、
順
次
モ
デ
ル
校
に
指
定 

「高校の将来像を考える地域の協議会」 

               全地区で設置完了 

     

 
 
再編校設置 
 

既存校整備 

モデル校指定 

（一次） 

指定候補校公表 

（二次） 

モデル校指定 

（二次） 

計
画
に
従
っ
て
 

 
 
 
 
研
究
や
実
践
を
実
施
 

モ
デ
ル
校
の
 

実
施
計
画
検
討
 

す
べ
て
の
高
校
で
「
３
つ
の
方
針
」
の

策
定
・
公
表
 

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
シ
ス
テ
ム
の
検
討
 

モデル校公募開始 

(二次) 
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＜ 資 料 ＞ 

 

１ 旧 12 通学区別中学校卒業者数の予測（2017 年～2030 年） 

 

２ 2017 年度（平成 29 年度）公立高等学校の学級数及び在籍生徒数 

 

３ 2017 年度（平成 29 年度）公立高等学校の配置図（全日制） 

 

４ 2017 年度（平成 29 年度）公立高等学校の配置図（定時制・通信制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

H29
（Ａ）

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41
H42

（Ｂ）

１区 320 265 253 266 256 259 227 242 169 228 211 182 190 199 -121 62%

２区 1,290 1,188 1,166 1,061 1,064 1,134 1,149 1,077 1,056 1,002 987 919 922 876 -414 68%

３区 2,686 2,754 2,594 2,573 2,329 2,395 2,378 2,356 2,266 2,357 2,152 2,069 1,964 1,991 -695 74%

４区 1,990 1,962 1,984 1,883 1,830 1,898 1,861 1,815 1,700 1,652 1,656 1,583 1,500 1,542 -448 77%

５区 1,938 1,829 1,799 1,821 1,777 1,743 1,738 1,716 1,629 1,669 1,620 1,571 1,501 1,474 -464 76%

６区 2,047 1,966 1,959 1,880 1,811 1,885 1,805 1,765 1,736 1,797 1,611 1,576 1,621 1,476 -571 72%

７区 1,912 1,940 1,775 1,762 1,790 1,814 1,718 1,763 1,642 1,606 1,577 1,573 1,496 1,462 -450 76%

８区 1,856 1,816 1,821 1,729 1,761 1,822 1,769 1,674 1,722 1,573 1,588 1,471 1,483 1,494 -362 80%

９区 1,715 1,606 1,556 1,561 1,488 1,487 1,545 1,436 1,389 1,436 1,380 1,307 1,330 1,217 -498 71%

10区 210 214 202 213 211 192 195 170 200 184 178 169 171 155 -55 74%

11区 4,226 4,139 4,013 3,852 3,893 3,875 3,884 3,869 3,636 3,649 3,540 3,465 3,416 3,376 -850 80%

12区 564 560 535 479 451 459 468 442 407 398 418 360 364 387 -177 69%

県全体 20,754 20,239 19,657 19,080 18,661 18,963 18,737 18,325 17,552 17,551 16,918 16,245 15,958 15,649 -5,105 75%

注）2026年までは、2017年度学校基本調査による数。2027年以降は、2017年度長野県人口異動調査による数。
　　　

        旧 12 通 学 区 別 中 学 校 卒 業 者 数 の 予 測 （2017年～2030年）

（単位：人）

2017年と2030
年との
増減

(B)-(A)

2017年に対
する2030年

の比率
(B)/(A)



＜全日制課程＞

１年 ２年 ３年 １年 ２年 ３年

飯山 6 6 6 684 富士見 3 3 3 312

下高井農林 2 2 2 211 茅野 3 3 3 298

中野立志館 6 6 6 675 諏訪実業 5 4 5 517

中野西 6 6 6 703 諏訪清陵 6 6 6 717

須坂創成 7 7 7 828 諏訪二葉 6 6 6 716

須坂東 6 5 6 655 下諏訪向陽 5 5 5 604

須坂 6 6 6 725 岡谷東 4 4 4 472

北部 3 3 3 318 岡谷南 5 5 5 608

長野吉田 7 7 7 841 岡谷工業 5 5 5 544

長野 7 7 7 842 辰野 4 4 4 450

長野西 6 7 7 808 箕輪進修※ 3 3 3 345

長野商業 6 6 6 718 上伊那農業 4 4 4 478

長野東 6 6 6 715 高遠 3 3 3 323

長野工業 7 7 7 815 伊那北 6 6 6 722

長野西中条校 1 1 1 79 伊那弥生ヶ丘 6 6 6 729

篠ノ井犀峡校 1 1 1 80 赤穂 6 6 5 679

長野市立長野 4 4 4 483 駒ケ根工業 3 3 3 348

長野南 5 5 5 584 松川 4 3 4 415

篠ノ井 6 6 6 720 飯田 7 7 7 835

更級農業 4 4 4 473 飯田風越 6 6 7 766

松代 5 5 5 565 飯田OIDE長姫 7 7 7 830

屋代 7 7 7 837 下伊那農業 4 4 4 480

屋代南 3 3 3 340 阿智 3 3 3 315

坂城 4 4 4 320 阿南 3 3 3 282

上田千曲 7 7 7 829 蘇南 2 2 2 183

上田 8 8 8 968 木曽青峰 4 4 4 442

上田染谷丘 8 7 8 925 塩尻志学館 6 6 6 699

上田東 8 7 8 924 田川 6 6 7 731

丸子修学館 6 6 7 748 梓川 4 4 4 457

東御清翔※ 3 3 3 339 松本工業 5 5 5 581

蓼科 3 3 3 300 松本県ケ丘 8 8 9 998

望月 2 2 2 156 松本美須々ケ丘 7 8 8 916

小諸商業 4 4 4 465 松本深志 8 8 8 961

小諸 6 5 6 659 松本蟻ケ崎 8 8 7 928

軽井沢 3 3 3 295 松本筑摩※ 3 3 3 368

佐久平総合技術 7 7 7 810 明科 4 4 4 409

岩村田 5 5 5 599 豊科 6 6 6 715

野沢北 5 5 5 607 南安曇農業 3 3 3 342

野沢南 5 5 5 608 穂高商業 4 4 4 472

小海 3 3 3 311 池田工業 3 3 3 327

※多部制・単位制の学級数は、３年までの午前部 大町岳陽 6 6 6 710

  　と午後部のみを掲載。また、在籍生徒数は、午 白馬 2 2 2 210

　 前部・午後部の全生徒数を掲載

＜定時制課程（多部制・単位制の夜間部を含む）を設置している高校＞

 　第１通学区：中野立志館・長野吉田・長野・長野商業・長野工業・篠ノ井

 　第２通学区：上田千曲・上田・小諸商業・野沢南

 　第３通学区：諏訪実業・箕輪進修・赤穂・飯田ＯＩＤＥ長姫

 　第４通学区：木曽青峰・松本筑摩・池田工業

＜通信制課程を設置している高校＞

 　第１･２通学区：長野西　第３･４通学区：松本筑摩

2017年度（平成29年度）公立高等学校の学級数及び在籍生徒数

2017年(平成29年）５月１日現在

旧通
学区

学校名
学級数 在籍

生徒数
旧通
学区

学校名
学級数 在籍

生徒数

1区

7区2区

3区

8区

4区 9区

5区

10区

11区

6区

12区



  

 

上田 

丸子修学館 

岩村田 

上田染谷丘 

小諸商業 

佐久平総合技術 

上田東 

軽井沢 

小諸 

上田千曲 

野沢北 

蓼科 

望月 

 

 

通学区 

旧通学区 

1 

3 

4 

5 

6 

 

7 

 

8 

 

９

9 

 

12 

11 

10 

2 

３ 

２ 

１ 

４ 

駒ケ根工業 

赤穂 

伊那弥生ヶ丘 

箕輪進修 

辰野 

上伊那農業 

伊那北 

高遠 

諏訪実業 

諏訪清陵 

諏訪二葉 

下諏訪向陽 

富士見 

茅野 

岡谷東 

岡谷南 

岡谷工業 

小海 

篠ノ井 

屋代 屋代南 

長野南 

松代 坂城 

東御清翔 

更級農業 

須坂東 

須坂 

中野西 

須坂創成 

中野立志館 

市立長野 飯山 

篠ノ井犀峡校 

（地域キャンパス）  

下高井農林 

長野西中条校 

（地域キャンパス） 

長野東 長野 長野吉田 長野工業 長野商業 長野西 

白馬 

池田工業 

大町岳陽 

南安曇農業 

穂高商業 

豊科 

明科 

木曽青峰 

蘇南 

野沢南 

飯田 松川 飯田ＯＩＤＥ長姫 飯田風越 下伊那農業 阿南 阿智 

松本県ケ丘 

松本深志 

田川 

松本蟻ケ崎 

松本筑摩 

松本美須々ケ丘 

梓川 

松本工業 

塩尻志学館 

北部 

2017年度(平成 29年度) 公立高等学校の配置図 

（全日制） 

 



 

 

 

 

 

 

 

通学区 

旧通学区 

 定時制 

多 多部制・単位制 

 通信制 

長野西 

（普通） 

長野工業 

(基礎工学） 

（建築） 

長野吉田 

（普通） 

長野 

（普通） 

中野立志館 

（普通） 

篠ノ井 

（普通） 

東御清翔 

（普通） 

[単位制] 

上 田 

（普通） 

上田千曲 

（機械） 

諏訪実業 

（普通） 

箕輪進修 

（普通）（ｸﾘｴｲﾄ工学） 

[単位制] 

赤 穂 

（普通） 

飯田ＯＩＤＥ長姫 

（普通）（基礎工学） 

木曽青峰 

（普通） 

松本筑摩 

（普通） 

[単位制] 

池田工業 

（普通） 

小諸商業 

（商業） 

野沢南 

（普通） 

松本筑摩 

（普通） 

1 

2 3 

4 

5 

６ 

 
７ 

 

８ 

 

９ 

 

12 

11 

10 

３ 

２ 

１
 

 
小諸商業 

（商業） 

４ 

２ 

※定時制課程：18校 通信制課程：２校 

長野商業 

(普通） 

[単位制] 

 

2017年度(平成 29年度) 公立高等学校の配置図 

（定時制・通信制） 

 



 

【お問い合わせ】 

長野県教育委員会事務局 高校教育課 高校改革推進係 

郵便番号 〒380-8570 

住所   長野県長野市大字南長野字幅下 692-2 

電話     026‐232‐0111（代表）内線 4362 

026‐235‐7452（直通） 

FAX       026‐235‐7488 

E‐mail   koko-kaikaku@pref.nagano.lg.jp 


